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平成27年12月３日（木曜日）

午前10時２分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成27年度宮崎県一般会計補正

予算（第３号）

○議案第９号 宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する

条例

○議案第11号 宮崎県女性保護施設の設備及び

運営の基準に関する条例の一部

を改正する条例

○請願第４号 「年金削減の中止を求める意見

書」の採択を求める請願

○請願第5-1号 介護福祉士等修学資金貸付制度

の強化並びに介護福祉士養成に

係る離職者訓練（委託訓練）制

度の定員数の拡大を求める意見

書の提出に関する請願

○福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査

○その他報告事項

・県立病院事業の平成27年度上半期の業務状況等

・宮崎県地域福祉支援計画 第３期計画（案）

について

・宮崎県子どもの貧困対策推進計画（案）につ

いて

・「障がいのある人もない人も共に暮らしやすい

宮崎県づくり条例（仮称）」の制定について

出席委員（８人）

委 員 長 後 藤 哲 朗

副 委 員 長 岩 切 達 哉

委 員 中 野 一 則

委 員 宮 原 義 久

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 井 上 紀代子

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 渡 邊 亮 一

県立宮崎病院長兼
菊 池 郁 夫

病 院 局 医 監

病 院 局 次 長 兼
緒 方 俊

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 長 倉 芳 照

県立日南病院長 鬼 塚 敏 男

県立日南病院事務局長 稲 吉 孝 和

県立延岡病院長 栁 邊 安 秀

県立延岡病院事務局長 古 川 壽 彦

病院局県立病院
松 元 義 春

整 備 対 策 監

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 桑 山 秀 彦

福祉保健部次長
髙 原 みゆき

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
日 高 良 雄

（保健･医療担当）

こども政策局長 椎 重 明

部参事兼福祉保健課長 渡 邊 浩 司

部参事兼医療薬務課長 孫 田 英 美

薬 務 対 策 室 長 甲 斐 俊 亮

看 護 大 学
河 野 譲 二

法人化準備室長

国保・援護課長 日 髙 裕 次
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長 寿 介 護 課 長 松 田 広 一

医療・介護連携
横 山 浩 文

推 進 室 長

障がい福祉課長 川 原 光 男

衛 生 管 理 課 長 竹 内 彦 俊

健 康 増 進 課 長 木 内 哲 平

感染症対策室長 片 平 久 美

こども政策課長 川 畑 充 代

こども家庭課長 徳 永 雅 彦

事務局職員出席者

政策調査課主査 大 峯 康 則

議事課主任主事 原 田 一 徳

○後藤委員長 ただいまから厚生常任委員会を

開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付いたしました日程案をごらんいただ

けますでしょうか。病院局は議案がありません

で、報告事項の説明時間が約12分です。福祉保

健部の説明時間は合計で１時間、また後ほどお

諮りしますけれど、病院局が終わった時点で、

昼の休憩をどうとるかということをまたお諮り

したいと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。

では、この日程案のとおりでよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため暫時休憩いたします。

午前10時３分休憩

午前10時４分再開

○後藤委員長 委員会を再開いたします。

それでは、報告事項に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○渡邊病院局長 おはようございます。病院局

でございます。

病院局からは11月の定例県議会にお願いして

おります議案はございませんが、報告事項とし

まして、県立病院事業の平成27年度上半期の業

務状況等を御報告させていただきます。今年度

上半期の患者の状況や経理の状況等についてで

ございます。

詳細については、次長から説明させますので、

よろしくお願いいたします。

○緒方病院局次長 それでは、県立病院事業の

平成27年度上半期の業務状況等について御説明

をいたします。

委員会資料の１ページをお開きください。

まず、患者の状況でございます。初めに、延

べ入院患者数でございますが、今年度上半期に

おける延べ入院患者数は16万8,236人で、前年同

期と比較しますと、2,990人の減となっておりま

す。

病院別では、宮崎病院が７万5,420人で、前年

度と比べ276人の増となっております。これは、

内科や耳鼻咽喉科におきまして患者数が減少は

しておりますものの、産婦人科や救命救急科に

おいて増加したこと等によるものでございます。

次に、延岡病院が５万3,409人で、前年度と比

べ5,835人の減となっております。これは、整形

外科における医師の１名減や産婦人科における

がん患者の減等によるものであります。

次に、日南病院が３万9,407人で、前年度と比

べ2,569人の増となっております。これは、循環

器内科における心不全等の患者の増、外科や眼

科におきまして医師が増加したことによりまし
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て、手術案件が増加したこと等によるものであ

ります。

続きまして、延べ外来患者数でございますが、

今年度上半期における延べ外来患者数は18万953

人で、前年度と比べ4,245人の増となっておりま

す。

病院別に見ますと、宮崎病院が８万4,628人で、

前年度と比べ1,500人の増となっております。こ

れは、産婦人科における新規のがん患者の増や

体制の充実を進めております救命救急科におけ

る患者数の増等によるものでございます。

次に、延岡病院が５万791人で、前年度と比

べ218人の増となっております。これは、小児科

や外科等で患者数が減少したものの、眼科にお

ける週３回の外来診察の開始や歯科口腔外科に

おける新規患者数の増等によるものであります。

次に、日南病院が４万5,534人で、前年度と比

べ2,527人の増となっております。これは、外科

における医師の増加による患者数の増や歯科口

腔外科における新規患者数の増等によるもので

ございます。

次に、２の経理の状況についてであります。

まず、（１）収益的収支の状況でありますが、

この表は、収益的収入及び支出につきまして、

基本的には上半期の実績額を計上しております

が、下半期に集中して支出されます退職給付費

や減価償却費等につきましては、半期の経営状

況をわかりやすくするために、例年、年間予算

額の２分の１を計上するなどしております。

それでは、まず、病院事業収益でございます

が、全体で146億5,000万円余となりまして、前

年度と比べ6,200万円余の増となっております。

内訳でございますが、入院収益が91億3,400万

円余で、入院患者数の減等によりまして、前年

度と比べ9,000万円余の減となっております。

また、外来収益は25億5,100万円余で、こちら

は外来患者数の増等によりまして、１億5,100万

円余の増となったところでございます。

次に、一般会計繰り入れは15億1,700万円余で、

共済追加費用の減等によりまして8,300万円余の

減となっております。

次に、長期前受金戻入でございますが、これ

は資産購入のための補助金や企業債償還に係る

一般会計繰り入れにつきまして、減価償却にあ

わせて収益的収支の収益に計上するものでござ

いまして、８億6,300万円余となっており、1,100

万円余の減となっております。

また、特別利益でございますが、これは企業

債償還に係る一般会計繰り入れのうち、過去の

減価償却相当分を収益化するものでございまし

て、３億1,100万円余となっており、7,000万円

余の増となっております。

続きまして、病院事業費用でございますが、

全体で146億4,700万円余となり、前年度と比べ

て9,700万円余の増となっております。

内訳でございますが、給与費が72億1,600万円

余で、前年度と比較して５億1,600万円余の増と

なっております。これは、昨年度の人勧による

給料の増のほか、平成26年度からの新会計導入

に伴う賞与引当金の計上方法の変更等によるも

のでございます。

次に、材料費でございますが、33億6,300万円

余で、外来患者の増加に伴いまして8,000万円余

の増となっております。

次に、経費でございますが、19億1,600万円余

で、7,000万円余の増となっております。これは、

医療機器の無料保守期間終了によりまして、保

守委託料が伸びていることや医療器械の修繕費

の増加等によるものでございます。

これらの結果、今年度上半期の病院事業の純
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利益でございますが、全体で270万円余の黒です

が、前年度と比較すると、3,400万円余の減益と

なっております。

なお、病院別の収支状況でございますが、宮

崎病院が１万3,000円の黒、延岡病院は7,300万

円余の黒、日南病院は7,100万円余の赤となって

おります。

また、病院ごとの収支状況につきまして、２

ページが宮崎病院、３ページが延岡病院、４ペ

ージが日南病院の状況を記載しておりますので、

後ほどごらんをいただきたいと思います。

次に、５ページでございます。

（３）資本的収支の状況であります。

収入でございますが、一般会計負担金９億

※1,000万円余であります。右側の欄の支出でご

ざいますが、建設改良費が２億8,500万円余と

なっておりますが、これは、各県立病院におけ

る医療機器購入等でございます。

次に、企業債償還金でありますが、これは、

借り入れてる企業債につきまして、９月に15

億1,700万円余を償還したものでございます。

次に、投資が660万円となっておりますが、こ

れは、後期研修医研修資金貸与事業として貸与

した研修資金でございます。

この結果、資本的収支はマイナス９億700万円

余となっておりますが、これは、損益勘定留保

資金等で補塡する予定であります。

次に、６ページをごらんください。

（４）貸借対照表であります。

これは、９月30日現在の病院事業の財政状況

を明らかにするものでございます。資産の部は、

上から土地・建物等の固定資産が311億200万円

余、中ほど下のほうですが、現金預金等の流動

資産が170億9,200万円余等で、資産合計は482

億2,900万円余となっております。

また、負債の部ですが、企業債や引当金等の

固定負債が264億3,800万円余、次の流動債、こ

れは、１年以内の返済が必要な企業債や他会計

借入金等でございますが、109億5,200万円余で、

負債合計が420億7,100万円余となっております。

また、その下の資本の部でございますが、資

本金が127億4,300万円余、剰余金がマイナス65

億8,500万円余で、資本の合計の欄ですが、61

億5,700万円余となっております。

これらの結果、負債・資本合計は、資産合計

と同額の482億2,900万円余となっております。

７ページをごらんください。

（５）の借入金の状況であります。

ア 企業債明細表でございますが、借入総額

は合計で457億6,100万円余で、その横の今年度

の上半期の償還額は、先ほど申しましたとお

り、15億1,700万円余となっております。この結

果、未償還残高の合計ですが、263億8,100万円

余となっております。

次に、イの一般会計借入金の明細表でありま

す。上半期において一般会計からの借入金の償

還は行っておりませんので、未償還残高６

億9,500万円余となっております。

なお、当該借入金は、今年度下半期にその全

額を返済することとしております。

８ページをごらんください。

３の平成27年度の決算見通し（目標）でござ

います。これは、上半期の決算状況を踏まえま

して、27年度の１年間の決算見通し（目標）を

示したものでございます。

上から病院事業収益の合計が301億4,500万円

余、中ほどにあります病院事業費用は300億8,500

万円余、一番下にあります純利益は5,900万円余

の黒字を目標としております。

※７ページに発言訂正あり
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病院別では、宮崎病院が9,700万円の黒、延岡

病院は5,800万円余の黒を目指すとともに、日南

病院は9,700万円余の赤にとどめることを目指し

ております。

以上が上半期の業務状況等でございますが、

今後とも、さらなる収益の確保と経費節減等の

取り組みを強化し、経営改善に向けて、職員一

丸となって全力で取り組んでまいりたいと考え

ております。

説明は以上でございます。

○後藤委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。

質疑はありませんか。

○中野委員 今の説明の中で二、三お聞きした

いことがありますので、お尋ねいたします。

前も言ったと思うんですが、もともと上半期

の決算をするということは、１年後がどうなる

のかを見通すためにするわけですよね。その回

答が一番最後で説明がありましたが、本来なら

ば、２ページ、３ページ、４ページの中にそこ

の項目を出して、上半期ではこうだったけど、

この決算上から見て１年後を見通せばこうなる

ということで、できたら２、３、４ページの中

で、こうなりますよという説明をするような様

式に変えられたほうが、上半期の決算の目的か

らして、私は見やすいと思うんですよね。そん

なふうに感じました。

例えば宮崎病院は上半期では、１万3,000円の

黒字ですが、それが年間を見れば、9,797万4,000

円も出るということですよね。延岡病院が、上

半期ではいいからもっとふえるかというと、宮

崎病院のほうがよくなる。そして日南病院は、

決算でいろいろせないかんこともたくさんあり

ますから一概には言えないんですけれども、こ

の上半期で7,100万円余の赤で、１年を通せ

ば9,700万円余の赤。果たしてこれで本当にいい

のかなという、その辺の違いを、そのときその

ときに説明して、１年を見通したらどうなると

いうほうがいいような気がするんですよね。来

年度以降の話になりますが、そう思ったので、

反論があればどうぞ。

○緒方病院局次長 今回、一番最後に決算見通

しを出させていただきました。これは昨年度、

中野委員からやはり、この決算の意味というの

が、見通しを出すべきだというお話があったこ

とから、今回こういう形で出させていただいた

ところです。

その書き方として、今委員が言われるように、

前と後ろを比較しながらやらないといけないと

いうこともありますので、例えば後ろのほうに

上半期の状況、そして最終的には宮崎病院はこ

うなりますとか、そういうような工夫の仕方も

あろうかと思いますし、委員が言われるように

先のほうに出すということもあろうと思います。

言われることはよくわかりますので、見やすい

方法を来年度に向けて検討したいと思います。

○中野委員 それをもとにして１ページですが、

延岡病院の延べ入院患者数が5,835人減ったとい

うことですよね。この説明を聞いていくと、ド

クターが減ったかふえたかによって、この数字

が大分変わっているようでありますが。あとは

あんまり減らんような決算見通しになったから、

その辺が改善されるんだろうと思いますが、ド

クターの減ったところの確保とか、そういうと

ころは大丈夫なんですか。

○古川県立延岡病院事務局長 先ほどの説明で

延岡病院が5,835人減ったという理由でございま

す。整形外科医が１名減ったということですね、

５名から４名になったということで、そこで整

形外科が20％落ちていると。そしてあわせまし
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て、病気ごとはあるんですけれども、３ページ

を見ていただきますと、入院の平均在院日数と

いうのがございます。これが26年度上期で日

で15.7日で、27年度上期が14.6日で、1.1日減少

したと。これで4,000人強の減少になったという

ことでございます。

何で平均在院人数が減ったかといいますと、

この平均在院日数を決めるのに、病気ごとにグ

ループ化しまして、一番医療を適正にやってい

くには、診療計画というのをつくるんですけれ

ども─それをクリニカルパスというんですが

─それを毎年見直しておりまして、これを見

直した結果、この平均在院日数が短縮したと。

何で毎年見直しているかということなんです

が、これは診療報酬をＤＰＣで現在やっており

ますけれど、標準的にこの病気は大体何日です

という、入院期間を国が示して、それで診療単

価が決まると。そういうことで国は診療報酬改

定時に短くなっていくもんですから、それにあ

わせてこの診療計画を短く見直していき、それ

を入院患者に適用し、平均在院日数が短くなっ

たということでございます。ただ、短くなって

新たに入院患者を入れればいいんじゃないかと

いうのもあるんですけれど、なかなかそこ辺は

現在のところ埋まってないという状況でござい

ます。

医師確保につきましては、今各関係大学に対

しましてお願いに行っておりまして、その医師

確保につきましては努めているところでござい

ます。

○中野委員 医師確保をしてください。要は今

の説明は、稼働病床利用率が高ければいい数字

が出るというお話ですから、それは医師確保と

ともに、回転率も上げないかんから、やってい

ただきたいと思います。

それから６ページですが、この貸借対照表の

資本金のところです。この自己資本金の127億円

の中身は何だったですか。

○緒方病院局次長 病院局は以前は知事部局に

属しておりまして、そういう形でいろんな経費

を知事部局からいただいていたわけですけれど

も、その部分が、全適になったときにそのまま

資本金という形でなされてると。過去、知事部

局からいただいたお金を資本金にしてるという

ようなことでございます。

○中野委員 そのお金は戻さないかんとですか。

もうこっちのものになってるんですか。戻す必

要はないんですか。

○緒方病院局次長 戻す必要はないお金でござ

います。

○中野委員 それから、剰余金のマイナス65億

円です。これは大体何年間計画で、これがゼロ

になるんですか。

○緒方病院局次長 具体的にこれをゼロにする

計画は、今持っておりませんけれども、例年、

やっぱり純利益を出すことによって、これを少

しずつ減らしていくことが必要と考えておりま

す。今現在何年でこれをゼロにするという計画

は持ってない状況でございます。

○中野委員 ぜひ将来を見通して、要は資本の

ところがあるかないかによって、実際の財産が

あるかないかということですので、よろしくお

願いします。

それから、また１ページに返りますが、資料

をお持ちでないかもしれません。入院・外来の

収益が合わせて116億です。１年間をそのまま倍

増すると232億。１つの県立病院だけでも、健康

保険とか本人の負担金でそれだけ医療費を使う

わけですよね。県民１人当たりにすれば、２

万3,000円そこそこでしょう。しかし、大きな数



- 7 -

平成27年12月３日(木)

字ですが、日本全体でこういう病院の個人の支

払いというのは、何十兆円か、何百兆円か知り

ませんが、あるんですか。そのことを思ったも

んですから。

○緒方病院局次長 私の記憶では、国の医療費

が約40兆円というような数字があったと記憶し

ております。

○渡邊病院局長 ちょっとデータは古いんです

けれど、2010年の国民医療費というのが37

兆4,200億。国民１人当たり29万2,200円です。

それで、それがどういう世代に使われていく

か。75歳以上が33.3％で、75歳以上も含めて、65

歳以上が55.4％ということになってます。これ

は2010年のデータですけれど、大きくは変動し

ていない。若干、少しずつ伸びているという状

況だろうと思います。

○中野委員 ということは、日本国の予算より

わずか少ないけれども、それ相当額が医療で負

担しているということですね。これはここを何

とかせな、団塊の世代も後期高齢者になること

ができませんね。わかりました。

○緒方病院局次長 先ほど説明した内容で言い

間違えがありましたので、訂正させてください。

５ページの（３）の資本的収支の一般会計負

担金を９億1,000万円と説明をしたようでござい

ますけれど、９億100万円の誤りでございます。

申しわけありません。

○後藤委員長 ほかにありませんか。その他も

含めて、よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤委員長 それでは、以上をもちまして病

院局を終了いたします。執行部の皆様、お疲れ

さまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時28分休憩

午前10時37分再開

○後藤委員長 委員会を再開いたします。

それでは、当委員会に付託されました議案等

について概要説明を求めます。

○桑山福祉保健部長 おはようございます。福

祉保健部でございます。よろしくお願いします。

まず、説明に先立ちまして、お礼を申し上げ

たいと思います。先月18日に開催いたしました

平成27年度宮崎県社会福祉大会には、後藤委員

長を初め委員の皆様に御臨席いただきまして、

まことにありがとうございました。

当日は289組の表彰者を含む680名の方に参加

をいただきまして、盛況のうちに終了すること

ができました。

また、このほか福祉保健部では子ども・子育

て関係でありますとか、健康福祉分野でさまざ

まな大会、催しがございまして、委員の皆様に

は、その都度、それぞれお忙しい中御参加をい

ただいているところでございます。この場をか

りまして、厚くお礼を申し上げます。ありがと

うございます。

それでは、当委員会に御審議をお願いしてお

ります議案につきまして、概要を御説明申し上

げます。

まず、議案についてであります。お手元の平

成27年度11月定例県議会提出議案の目次をごら

んいただきたいと思います。

福祉保健部の関係の議案は、議案第１号「平

成27年度宮崎県一般会計補正予算（第３号）」、

このほか議案第９号の「宮崎県における事務処

理の特例に関する条例の一部を改正する条例」、

それから議案第11号「宮崎県女性保護施設の設

備及び運営の基準に関する条例の一部を改正す

る条例」の３件となっております。
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このうち議案第１号、福祉保健部の補正予算

の概要につきまして、簡単に御説明をさせてい

ただきます。

別冊になりますが、お手元の平成27年度11月

補正歳出予算説明資料の福祉保健部のインデッ

クスのページ、具体的には７ページになります

が、ごらんいただきたいと思います。

補正額の欄の上から２番目のところでありま

すが、福祉保健部では一般会計で10億7,990万円

の増額補正をお願いしております。主な事業と

いたしましては、地域医療介護総合確保基金を

活用した事業、それから、こども政策局が所管

しております認定こども園などの運営費の補助

事業や児童入所施設等の措置費を増額する事業

などとなっております。

この結果、福祉保健部の一般会計予算額は、

補正後の額の欄の上から２番目のところであり

ますが、1,051億3,433万4,000円となります。

各課の補正予算の詳細な内容につきましては、

この後、２件の議案とともに、担当課長からそ

れぞれ説明申し上げますので、よろしく御審議

をお願いいたします。

続きまして、その他の報告事項についてであ

ります。

別冊の厚生常任委員会資料の目次をごらんく

ださい。

その他の報告事項といたしましては、１番目、

宮崎県地域福祉支援計画第３期計画（案）につ

いてほか２件でございます。

詳細につきましては、こちらもそれぞれ担当

課長から御説明申し上げますので、よろしくお

願い申し上げます。

私からは以上であります。

○後藤委員長 部長の概要説明が終了いたしま

した。

次に、議案に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○横山医療・介護連携推進室長 議案第１号の

福祉保健部補正予算でございますけれども、ま

ず部内の複数の課で予算を計上しております地

域医療介護総合確保基金事業の全体概要と長寿

介護課所管の事業について説明をさせていただ

きます。

お手元の平成27年度11月補正歳出予算説明資

料の長寿介護課のところ、13ページをお願いい

たします。

長寿介護課の補正予算額でございますけれど

も、補正額の欄のとおり、6,562万7,000円の増

額をお願いしております。この結果、補正後の

予算額は、187億7,721万1,000円となります。

15ページをお開きください。

（事項）地域医療介護総合確保基金事業費6,562

万7,000円でございます。説明欄にございますと

おり、１の基金積立金4,506万9,000円と２の基

金運用利子32万7,000円、そして、この基金を活

用する事業としまして、３の在宅医療・介護連

携推進体制整備事業2,023万1,000円を計上して

おりますけれども、他の基金活用事業につきま

しては、それぞれの事業の所管課で計上させて

いただいております。

以上につきまして、別冊の厚生常任委員会資

料で説明をさせていただきます。

委員会資料の１ページをお願いいたします。

１の目的・背景でございますけれども、団塊

の世代が後期高齢者となります2025年に向けて、

医療、介護の総合的な確保を図るために、各種

の基金活用事業を実施するものでございます。

２の事業概要でございますが、毎年度、都道

府県が国に事業計画を提出しまして、その事業
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費の３分の２が消費税増税分を財源とします交

付金として国から交付され、残る３分の１を県

が負担するものでございます。

制度の対象となります事業は、枠囲みの中の

（１）から（５）の５項目でございまして、医

療、介護に係る施設整備や人材確保に関する事

業とされておりまして、今回の補正予算では、

医療分の（２）の居宅等における医療の提供に

関する事業としまして、１事業、2,023万1,000

円、（３）の医療従事者の確保に関する事業とし

まして、６事業、2,113万8,000円で、合計4,136

万9,000円を計上させていただいております。

なお、介護分につきましては、９月補正予算

までで今年度実施予定の全事業を計上済みでご

ざいます。

また、各事業費の後ろに括弧書きがございま

すけれども、この数字は、当初予算、６月補正

予算、９月補正予算分も含めました補正後の額

となっております。

一番下の表に参考としまして、今年度の基金

積立額の状況を記載しております。

現計予算の欄が、当初予算、６月補正、９月

補正予算で積み立てた額でありまして、医療分、

介護分を合わせて14億円余となっておりますが、

今回、医療分の4,506万9,000円分を追加計上さ

せていただきまして、補正後の額は14億5,462

万6,000円となっております。

なお、今回の積立額は、当初予算で計上済み

の２事業につきまして、財源をこの一般財源か

らこの基金に振り替えるということを行ってお

りまして、その所要額を含みますために、上記

の事業費総額を上回る額となっております。

また、補正後の基金積立額と総事業費は、26

年度基金残額の充当の関係で一致しておりませ

ん。

次のページをお願いいたします。

３の事業効果でございますが、地域包括ケア

システムの構築など急性期医療から在宅医療・

介護までの一連のサービスが切れ目なく提供さ

れる体制づくりが進むものと考えております。

４が基金活用事業の具体的な内容でございま

す。

長寿介護課所管分は、（２）の居宅等における

医療の提供に関する事業としまして、新規事業

「在宅医療・介護連携推進体制整備事業」でご

ざいますけれども、この事業は、在宅医療の充

実及び在宅医療と介護の連携を図るため、県医

師会及び郡市医師会が実施します医療・介護に

係る多職種を交えた研修の開催や在宅医療を充

実させるための機器整備等を支援するものでご

ざいます。

他の事業につきましては、後ほど担当課長か

ら説明をさせていただきます。

私からの説明は、以上でございます。

○孫田医療薬務課長 医療薬務課でございます。

お手元の平成27年度11月補正歳出予算説明資

料の医療薬務課のところ、９ページをお開きく

ださい。

医療薬務課の補正予算額は、左側の補正額の

とおり、1,541万8,000円の増額補正をお願いし

ております。この結果、補正後の予算額は、補

正後の額欄のとおり46億2,053万8,000円となり

ます。

それでは、以下、主なものについて御説明い

たします。

11ページをごらんください。

（事項）地域医療介護総合確保基金事業費1,541

万8,000円であります。詳細については、厚生常

任委員会資料で説明させていただきます。

委員会資料の２ページをお開きください。
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４の地域医療介護総合確保基金事業（医療分）

にあります（３）医療従事者の確保に関する事

業①○新「歯科医療従事者養成充実事業」の634

万1,000円であります。これは、質の高い歯科医

療従事者の養成を図るため、県歯科医師会が実

施する歯科衛生士・歯科技工士養成所の設備整

備を支援するものであります。

次に、②○新「災害拠点病院等人材強化事業」

の700万円であります。これは、災害時に救急患

者受け入れの拠点となります災害拠点病院や保

健所等の機能強化を図り、各医療圏における災

害医療体制を構築するため、専門的な災害医療

の研修を実施するとともに、災害拠点病院等が

実施する訓練や資機材整備を支援するものであ

ります。

次に、③○改「女性医師等就労支援事業」の35

万円であります。これは、女性医師の働きやす

い環境づくりを推進するため、県医師会が実施

する、働く女性医師に対して特に支援ニーズの

高い子供の夜間対応、病児後保育を中心とした

保育サービスシステムモデル事業を支援するも

のであります。

次に、④○改「宮崎県地域医療支援機構運営事

業（地域医師キャリア形成支援事業）」の100万

円であります。これは、医師の業務負担を軽減

し、働きやすい環境づくりを進めるため、医師

事務作業補助者（医療クラーク）の育成及びス

キルアップを図るための研修会を県医師会へ委

託するものであります。

次に、⑤○新「薬剤師確保対策支援事業」の72

万7,000円であります。これは、薬剤師の確保を

図るため、県薬剤師会が実施する女性薬剤師等

の復職支援プログラムの作成や大学就職説明会

におけるＰＲ経費について支援するものであり

ます。

議案第１号の説明は以上でございます。

続きまして、資料の７ページをお開きくださ

い。

議案第９号の「宮崎県における事務処理の特

例に関する条例の一部を改正する条例」につい

て、委員会資料で説明させていただきます。

なお、この条例の主管課は、総務部の市町村

課となりますが、医療薬務課関係の改正部分に

つきまして、当委員会で御説明させていただく

ものでございます。

まず、１の改正の理由についてであります。

歯科技工士法及び関係政省令の改正によりま

して、これまで都道府県が実施してきた歯科技

工士の国家試験を国の指定試験機関が実施する

こととなり、あわせて歯科技工士の登録関係事

務を国の指定登録機関が実施することとなりま

した。これに伴いまして、県で実施する必要の

なくなった事務のうち、事務処理特例条例で一

部の市町村が処理することとされている事務に

つきまして、所要の改正を行うものであります。

次に、２の改正の概要についてであります。

条例において一部の市町村が処理することと

されている事務のうち、条例別表の13の２及び13

の３（１）に規定する事務を削除いたします。

具体的な事務といたしましては、その下のほ

うに、条例別表13の２、13の３（１）に規定す

る事務というところがあるかと思いますが、免

許申請の受理や名簿訂正申請の受理など、こち

らに記載のとおりとなっております。

また、歯科技工士法施行規則の一部改正にお

いて、合格証明書の交付につきましては、「当分

の間、なお従前の例による」こととされました

ため、合格証明書交付申請の受理について規定

する条例別表の13の３（２）につきましては、

当該経過措置に合わせた改正を行うこととしま
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して、当分の間、従前どおりの事務処理を行う

こととしております。

なお、つい先日、12月１日に国においてこの

経過措置の期間を来年２月末までとする改正が

行われました。このため、これに対応する改正

案を２月議会に提案させていただく予定として

おりますので、よろしくお願いいたします。

最後に、３の施行期日ですが、公布の日から

としております。

医療薬務課の説明は以上であります。

○木内健康増進課長 健康増進課分にまいりま

す。

11月補正歳出予算説明資料の健康増進課のイ

ンデックスのところ、17ページをお開きくださ

い。

まず、左の欄の補正額です。今回、8,953

万3,000円の増額補正をお願いしております。補

正後の予算額は、36億6,013万6,000円となって

おります。

次、補正の内容につきまして、19ページをお

開きください。

まず、（事項）母子保健対策費の改善事業「安

心してお産のできる体制推進事業」としまし

て、572万円の増額、そして、（事項）肝炎総合

対策費の肝炎総合対策事業としまして、8,381

万3,000円の増額補正をお願いするものでありま

す。

事業の内容につきましては、再び、厚生常任

委員会資料で御説明いたします。

２ページをお開きください。２ページの下か

ら３つ目のところです。地域医療介護総合確保

基金事業の医療分、（３）医療従事者の確保に関

する事業の⑥改善事業の安心してお産のできる

体制推進事業であります。

この事業は、このような体制を推進するため、

県医師会が実施する県内の周産期医療関係者向

けの研修会等の開催を支援するものであります。

補正額は572万円でございます。

続きまして、３ページにまいります。肝炎総

合対策事業であります。

まず、この事業の全体の目的でございますけ

れども、国内最大級の感染症であるウイルス性

肝炎について、この肝硬変・肝がんへの進行予

防、また、肝炎治療の効果的推進、患者の経済

的負担の軽減を図るために、医療費の助成を行

うものであります。

事業概要ですが、ウイルス性肝炎に対してイ

ンターフェロン等の治療を行った患者さんに対

しまして、保険給付後の自己負担分、これをさ

らに医療費助成をするというものでございます。

今年度、Ｃ型肝炎に対する新薬が相次いで承

認をされまして、特にこのインターフェロンフ

リー治療薬というものが医療費助成の対象に追

加をされましたことによりまして、治療を受け

る患者さんの数が増加をすると見込んでおりま

して、必要となる所要額の補正を行うものでご

ざいます。

補正額は8,381万3,000円、補正後の予算額は

２億5,809万7,000円でございます。

事業効果としまして、ウイルス性肝炎につい

て重症化、つまり肝硬変や肝がんへの進行を予

防し、さらに患者さんの数が減少するというこ

とを期待しております。

健康増進課分は以上でございます。

○川畑こども政策課長 こども政策課分につい

て御説明いたします。

まず、議案第１号「平成27年度宮崎県一般会

計補正予算」についてであります。

お手元の冊子、平成27年度11月補正歳出予算

説明資料のこども政策課のところ、21ページを
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お開きください。

今回、左側の補正額の欄のとおり、６億5,069

万円の増額補正をお願いしております。この結

果、補正後の予算額は、補正後の額の欄のとお

り、164億7,835万6,000円となります。

それでは、補正の内容について御説明いたし

ます。

23ページをお開きください。

まず、（事項）少子化対策環境づくり推進事業

費633万3,000円の増額補正であります。これは、

説明欄の１、地域少子化対策強化交付金事業に

よるものでありますが、事業の内容につきまし

ては、後ほど、委員会資料で御説明いたします。

次の（事項）教育・保育給付費６億4,435

万7,000円の増額補正であります。これは、説明

欄の１、施設型給付費及び２、地域型保育給付

費によるものでありますが、こちらにつきまし

ても、委員会資料で御説明いたします。

歳出予算説明資料での説明は、以上でありま

す。

続きまして、厚生常任委員会資料の４ページ

をお開きください。

地域少子化対策強化交付金事業についてであ

ります。

まず、１の目的・背景であります。この事業

は、現在、県内で実施しております子育て応援

カード事業について、国の方針に基づき、同様

の取り組みを行う45の道府県での相互利用を可

能とする全国展開を図るものであります。

２の事業概要でありますが、平成28年４月か

ら開始される子育て応援カード事業の全国展開

に向けまして、県内の協賛店に対する全国展開

への参加意向調査、広報グッズの製作、協賛店

検索システムの改修等を行うこととしておりま

す。

３の事業費につきましては、633万3,000円の

増額補正をお願いしておりまして、財源内訳は、

全額、地域少子化対策強化交付金を活用するこ

ととしております。

４の事業効果でありますが、子育て応援カー

ド事業を全国展開することで、国を挙げて社会

全体で子育てを応援する機運醸成を図ることが

できるものと考えております。

続きまして、５ページをごらんください。

教育・保育給付費についてであります。

まず、１の目的・背景であります。今回の補

正につきましては、子ども・子育て支援新制度

の施行に伴い、認定こども園、幼稚園、保育所、

小規模保育等を利用する児童が、必要な教育・

保育を受けるための給付のうち、満３歳以上で

教育を希望する１号認定子どもに係る地方単独

費用部分に要する経費を補助することにより、

就学前教育の充実を図るものであります。

２の事業概要でありますが、（１）の施設型給

付費につきましては、認定こども園等を、（２）

の地域型保育給付費につきましては、小規模保

育事業等を、それぞれ利用する子どもに係る給

付のうち、地方単独費用部分に経費を補助する

こととしております。

４の事業効果の下、枠で囲んだところをごら

んください。施設型給付及び地域型保育給付に

ついて御説明いたします。

施設型給付及び地域型保育給付につきまして

は、子ども・子育て支援新制度の施行に伴い創

設された認定こども園等に対する財政支援の仕

組みであります。

対象とする施設・事業を利用する子どもに係

る教育・保育のために通常要する人件費、事業

費、管理費として国が定める費用、いわゆる公

定価格を、原則として国、都道府県、市町村が
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定められた割合で負担することとされています。

資料の一番下に示しております図、施設型給

付の負担の仕組みをごらんください。

１号及び２号、３号認定子どもの説明につき

ましては、図の下、米印の１に記載のとおりで

あります。

まず、２つ並んでいる図の右側の「２号及び

３号認定子ども」と示された図をごらんくださ

い。

保育が必要な事由に該当する２号及び３号認

定子どもにつきましては、公定価格から利用者

負担額を除いた部分を、国、都道府県、市町村

が２対１対１の割合で負担することとされてお

ります。

一方、今回の補正に係る１号認定子どもにつ

きましては、左側の「１号認定子ども」と示さ

れた図にありますとおり、公定価格の72.5％に

ついては、２号、３号認定子どもと同様に、国、

都道府県、市町村が、２対１対１の割合で負担

いたしますが、残りの27.5％につきましては、

地方単独費用部分とされ、都道府県と市町村が

１対１の割合で負担することとされております。

この仕組みは、図の下、米印の２に記載して

おりますが、地域型保育給付につきましても、

同様でございます。

なお、地方単独費用部分の割合が27.5％であ

ることについては、当初予算編成時には示され

ていなかったため、概算で当初予算に盛り込ん

でおりましたが、ことし３月末に割合が明らか

となり、４月の新制度以降、２号、３号認定子

ども分を含め、市町村との間で必要となる見込

み額の積み上げを進めてまいりましたところ、

地方単独費用部分の補助に要する予算が不足す

る見込みとなりましたことから、今回、増額補

正をお願いするものであります。

上に戻っていただきまして、３の事業費をご

らんください。

事業費については、６億4,435万7,000円の増

額補正をお願いしておりまして、財源内訳は、

全額、一般財源であります。

４の事業効果でありますが、全国統一費用部

分とあわせ、地方単独費用部分の補助を行うこ

とにより、利用児童の教育・保育の質の向上が

図られるものと考えております。

こども政策課からの説明は、以上であります。

○徳永こども家庭課長 こども家庭課といたし

ましては、議案第１号と議案第11号の２件でご

ざいます。

まず、議案第１号「平成27年度宮崎県一般会

計補正予算（第３号）」についてであります。

お手元の冊子、平成27年度11月補正歳出予算

説明資料のこども家庭課のところ、25ページを

お開きください。

今回お願いしております補正予算額は、補正

額の欄にありますように、２億5,863万2,000円

の増額補正をお願いしております。この結果、

一般会計の補正後の予算額は、補正後の額の上

から２行目の欄のとおり、41億3,227万4,000円

となります。

それでは、補正の内容について御説明いたし

ます。

27ページをお開きください。

（事項）児童措置費等対策費２億5,863万2,000

円の増額補正であります。これは、説明欄１の

児童入所施設等措置費によるものでございます

が、詳細につきましては、常任委員会資料で御

説明いたします。

常任委員会資料の６ページをお開きください。

児童入所施設等措置費について御説明いたしま

す。
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まず、１の目的・背景であります。施設入所

や里親委託による社会的養護の充実を図るため、

児童の処遇に要する経費である措置費基準単価

等が改正され、所要額の増額補正をお願いする

ものでございます。

補正の内容といたしましては、２の事業概要

の（３）にありますように、職員配置の増に伴

う加算の新設や職員の待遇改善を目的とした民

間施設給与等改善費の増額改定、小・中・高校

生への学習支援の拡充などに伴うものでござい

ます。

この結果、３の事業費にありますように、２

億5,863万2,000円をお願いしておりまして、そ

の２分の１が一般財源の負担となっております。

４の事業効果ですが、職員の配置の割合や待

遇の改善、学習支援の充実によりまして、入所

児童等に対する処遇の向上が図られるものと考

えております。

続きまして、平成27年11月定例県議会提出議

案の55ページをお開きください。

議案第11号「宮崎県女性保護施設の設備及び

運営の基準に関する条例の一部を改正する条例」

について御説明いたします。

改正の内容といたしましては、表の中のアン

ダーラインの部分、第９条の施設長の資格要件

のうち、第１号の年齢要件の廃止と表記の修正

でございます。

これは、条例の基準となっております厚生労

働省令が改正され、平成27年９月30日に公布さ

れたことに伴う改正でございます。

施行期日は、省令の施行日と同じく、平成28

年１月１日としております。

こども家庭課分については、以上でございま

す。

○後藤委員長 議案についての執行部の説明が

終了しました。

議案についての質疑はありませんか。

○中野委員 もう少し詳しくお聞きしたいと思

います。

この委員会資料から質問いたしますが、５ペ

ージについてです。教育・保育給付費のこども

政策課のところですが、この目的・背景のとこ

ろで、最終的に就学前教育の充実を図ると。こ

の予算を執行することで就学前の教育の充実が

図られるということですが、２の事業概要の中

の地方単独費用部分に要する経費を補助。いわ

ゆる、この補助をすれば、就学前の教育の充実

が図られると理解をしましたが、具体的にどん

なふうに教育が充実されるのかをお聞きしたい

と思います。

○川畑こども政策課長 この教育・保育給付費

というのが、子ども・子育て支援新制度、本年

４月から施行されました制度に伴いまして構築

された仕組みでございますけれども、公定価格

として、下の図をごらんいただきますと、対象

の施設を利用する子どもに係る教育・保育のた

めに通常要する人件費、事業費、管理費といっ

た経費全てを公的に負担しようという仕組みで

ございます。例えば、保育士の処遇改善に要す

る費用でありましたり、子どもに対する保育士

の割合を増加する費用などが含まれております。

○中野委員 つまり、そこに携わる保育士等を

支援することで充実するということで、子供た

ちの教育のレベルというか子供が云々じゃない

わけですね。私はまた、子供の学力というか、

それが特別に向上するための施策かなと思った

んです。保育士が充実することで、教育は充実

するとは思うんですが、そういうことと理解す

ればいいですね。

○川畑こども政策課長 保育士の資質向上や配
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置の改善が図られることで、そこで提供される

教育・保育が充実すると考えております。

○中野委員 わかりました。

それでは、さかのぼって２ページですが、地

域医療介護総合確保基金事業について質問しま

す。これらを見ていくと、これも県医師会とか

郡市医師会とか県歯科医師会等が実施すると

なっていますよね。それで（２）の中身を見れ

ば、県と郡市医師会が実施することで、研修開

催はわかりますが、在宅医療を充実させるため

の機器整備等を支援する。それから、次の（３）

は、県歯科医師会が実施することで、ぽつ以下

で、歯科技工士養成所の設備整備を支援する。

その２つを例にとりますが、現実的には、この

在宅医療を充実させるために、どこの病院のそ

ういう医療機器の整備をするのか。歯科医師の

ところも、どこの養成所の整備を支援するのか、

どこをという場所を教えていただきたいと思い

ます。

○横山医療・介護連携推進室長 まず、（２）の

この在宅医療・介護連携推進体制整備事業のほ

うでございますけれども、この事業で、まず今、

在宅医療を進めないといけないんですが、県の

全域で在宅医療に実際に携わっていただいてい

るドクターが少ないという状況がございまして、

これは医師会のほうでこういった事業で在宅医

療に参入、在宅医療にこれから取り組んでいっ

ていただけるドクターをふやしていこうという

取り組みになっております。

この機器整備は、新たにこれからその在宅医

療に取り組もうとされるドクターが、実際に在

宅に行かれるときに使う機器、例えば携帯型の

エコーですとか、酸素吸入器といったものなん

ですが、それを各郡市の医師会に配備をすると。

それは貸し出すという形になりますが、在宅医

療にこれから取りかかろうというスタートの時

点でその器械をドクターに貸し出すことによっ

て促進していこうというものでございます。

お答えとしましては、各郡市医師会に配置を

するということになります。

○中野委員 それは県下に７つか８つか医師会

がありますが、全ての医師会の機器整備を支援

するんですか。

○横山医療・介護連携推進室長 予算上は、全

郡市医師会に配備をするということで組んでお

ります。実際の中身がどういうものかにつきま

しては、各郡市医師会の希望もありますので、

そこは県の医師会で調整をいただいて、配置を

していくと考えております。

○中野委員 医師会の大きい小さいがあるから

ということでしたが、その機器整備の医療機器、

この種類はもう全部どこも隔てなく同じものを

支援するんですか。

○横山医療・介護連携推進室長 事例としては、

医師会から先ほど申し上げました携帯エコーで

ありますとか酸素吸入器と聞いておりますけれ

ども、ただ、現実には各郡市医師会のドクター

の先生方の意向を聞いて、郡市医師会から県の

医師会のほうに要望という形で上げていただい

て、あと予算との兼ね合いを見ながらというこ

とになります。したがいまして、異なる場合は

出てくると思います。

○中野委員 これは本年度中に全部、支援策は

終わるんですか。

○横山医療・介護連携推進室長 今年度中にや

るということで進めております。

○中野委員 次に、歯科医師会のほうの設備整

備というのは、どこを指すんですか。

○孫田医療薬務課長 本県に歯科衛生士の養成

所あるいは技工士養成所というのは、歯科衛生
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士養成所が２校、技工士養成所が１校ございま

す。このうち歯科医師会が運営しております学

校について、これを補助しようということでご

ざいまして、具体的中身といたしましては、ダ

ウエルピンという歯形を歯列模型から抜き差し

できるようなものがありまして─練習用の器

具が─その器具に取りつける小さなくぎ状の

金属棒、これが歯科技工士用ということでござ

いますので、歯科技工士養成所のほうに出しま

す。

もう一つがキャドキャムというので、コンピュ

ーターを用いて歯形なんかを今は製作するよう

なことになっておりまして、その関係のこのキャ

ドキャムについて助成をするということでござ

います。

○中野委員 それを県歯科医師会に設備を充実

させるということで理解すりゃいいわけですね。

そして、それは歯科衛生士養成所か技工士養成

所か知りませんが、２校、１校と言われました

が、いつでもその学校は使えるわけですか。

○孫田医療薬務課長 こちらは学校にこれを備

えつけていただきまして、公で整備いたします

ので、それ以外のほかの学校あるいは現職の方

々等の訓練等にも使えるように、ぜひ活用して

ほしいということでお願いをしております。

○中野委員 もう一点、７ページについて質問

いたします。

ここは歯科技工士法が改正されて、こういう

取り扱いになるということですが、今まで都道

府県が国家試験等の管理をしとったわけです。

それを国の指定試験機関がするようになったと

いうことで、法律の改正をして、改正と同時に

２月に即公布ということになると思うんですが。

何で今まで県がやりよったのを、国の指定機関

が実施するというように法律は改正されたんで

すか。

○孫田医療薬務課長 もともと歯科技工士免許

というのは都道府県知事免許でありましたが、

昭和57年に歯科技工士法一部改正によりまして、

厚生大臣の免許と制度的には変わっておりまし

た。しかしながら、実技試験の実施などの面か

ら、試験を当分の間、都道府県知事が行えとい

うことになっておりまして、これまで県におい

て実施してきたということでございます。

しかし、近年、歯科技工物の需要というのが

インプラント、キャドキャムなどの非常に、精

密な技術が必要となってきておりまして、この

ような精密な技術が必要とされるものの試験を

するのが、各地域ではなかなか難しくなってき

たこともありまして、国で全体的にまとめて試

験を実施すると変わったということでございま

す。

○中野委員 この国の指定試験機関というのは、

何カ所もあるんですか。国に１カ所しかないん

ですか。具体的にはどこなんですか。

○孫田医療薬務課長 この指定機関は、27年６

月１日付で指定されておりまして、この指定を

受けましたのは、一般財団法人歯科医療振興財

団というところになります。所在地は、東京都

千代田区の歯科医師会館の中にあるということ

でございます。

○中野委員 結局、そこが国家試験を管理する

わけですが、東京に行かなければ、もう試験は

できないんですか。今まで従来の県が管理して

おる時代は、都道府県で試験を受けられたと思

うんだけれど、今度は東京に一本化、１カ所で

ということになるんですか。

○孫田医療薬務課長 この試験の実施場所につ

いては、東京ということではございませんで、

各地域によって開催されるということになって
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おります。

○中野委員 法律は昭和57年に改正されて、す

ると、約34年目にして県から国にこの過渡期と

いうか猶予期間があって。猶予期間が、しかも34

年ありますよね、来年になれば。今まで、県は

何も支障なくされたもんですか。支障なく、こ

の試験管理はされてきたんですか。これから先

は能力がないから、国が一本にまとめるわけで

しょう。さっきキャド何とかかんとかって、言

われたけれど。

○孫田医療薬務課長 これまで都道府県で実施

しておりまして、その中で、先ほど申し上げま

したように、次第に高度な試験を行わなくては

いけなくなってきたので、それに対応するのは

都道府県では難しいということになってきたこ

とから、統一的な試験を行うようになったと考

えております。

○中野委員 それはその間が34年もかかったと

いうことですが、実際、ことしも県がしたんで

しょう。受験者がおったのか、おらないかわか

りませんが、その試験の管理がスムーズにいっ

てたんですか。それは、県はどこの課がするん

ですか。医療薬務課が試験を管理しておったん

ですか。それと、その中身は、難しくなって、

歯科技工士のセラミックの歯とかいろいろあっ

て、昔は金歯、銀歯ぐらいやったけれど、いろ

いろありますよね。そういうレベルが高く、セ

ラミックの歯とか、今また新しいのがあるんで

しょう。コンピューター管理で歯形をつくった

りですね。来年からはレベルが上がったから国

がするんだけれど、今までは、来年まで含めれ

ば34年間のこの猶予期間中に、支障はありませ

んでしたか。どこがやって、誰が試験管理をし

て、その支障はなかったか。支障があれば大変

なことだけれど、ちょっと教えてください。

○孫田医療薬務課長 試験は県で実施いたしま

すので、医療薬務課が所管しております。受験

人数が毎年十数人程度ということでございます

ので、現時点までは、特に本県では支障は生じ

てはいなかったと考えております。

○中野委員 そういう試験問題を出すようなレ

ベルの人は、医療薬務課の誰がそんな問題をつ

くって出すんですか。

○孫田医療薬務課長 実際には歯科技工士会、

県内のいわゆる専門家の方にそのあたりはお願

いをしていたところでございます。

○中野委員 それは学科と実地があるんだと思

いますが、いわゆるそこの団体にお任せしとっ

たわけですね。まとめると、その団体も新しい

時代には能力とか技術が及ばなくなってきたと

いうことで。私が思ったのは、許認可とかいろ

んなことを国から県にどんどんおろす時代に、

逆に吸い上げますよね。医療だから大切なこと

だから、いろいろあるんだろうと思うんですが、

私を満足させる答弁ができませんかね。どうも

また世の中に逆らったような気がしてですよ。

○孫田医療薬務課長 委員の地方分権に逆行し

ているのではないかという御指摘は、大変その

とおりであると感じるところですけれども、近

年のさまざまな医療技術等の高度化等に伴いま

して、また、人数的にも本県において十数人程

度というような規模でありますし、ここは国が

全体としてまとめてやることについては、一定

の合理性もあると考えております。

○中野委員 歯科技工士の皆さん方は、歯科医

師の数ほど普通はおったと思うんだけれども、

現実はそういう一歯科医師が技工士を抱えて運

営する状況じゃないんでしょう。これも大手の

資本ですよ。大手の技工士の会社があるんでしょ

う。中身は知らんが、何かそんなことをちらっ
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と聞いたことがある。昔ほど技工士はなりわい

として成り立たなくなってるのが現状じゃない

ですか。

だから、世の中進めば進むほど、一個人では

できなかったり、歯科医師も抱えられない状況

にあるということで、やっぱりその辺も問題だ

なという気はするんですよ。何か特別な企業が

そっち辺も管理する時代に、技工士の世界もそ

うなりつつあるんじゃないかなと思ってるんで

すよ。医療というのは、午前中の病院局の話に

もありましたが、我々も医師の確保の問題やら、

年をとれば歯が悪くなりますから、その技工士

も含めて、医療の一つの機関だから、身近なと

ころにあるような形がいいような気がするけれ

ど、何かそういうものは中央に試験を含めて集

約されていって、我々の手元からそういう医療

に携わる人とか機関とかがどんどん離れていっ

て、これも住みにくい社会づくりの一方向だな

という気もするとですよね。これに対して、今

まで34年間猶予期限があったけれども、法の改

正から33年間だけれども、ちゃんとやりよった

とに、何で県がこういうのを集約することに抵

抗しないもんだろうかなという気が、素人とし

てあるんですよ。

こういうことをなぜ言うかというと、将来の

医療が、一事が万事、そんなことになって、東

京集約の世界になっていくんじゃないかなと。

医療のレベルも、県内でも、我々のえびのをと

れば、えびのでは対応できないから人吉に行く、

県内の病院に行く。もう今交通網が充実してい

るから、大体福岡に行きますよ。熊本の日赤か

福岡に、福岡市内まで２時間半ですから、そっ

ちのほうに行って、幾ら宮崎が充実しても、向

こうに行くんです。また医療機器が発達してる

もんだから、それで治癒が早まったとか、よく

聞きますが。宮崎あたりも空港が近いから、東

京あたりにぱんと飛んでいらっしゃるんじゃな

いですかね。我が同僚の議員も１人そういう人

がおりますよ。それでまたぴしゃんと健康なん

だから。だから、地域の医療のレベルを含めて、

何かそういう機関に、向こうに医師も含めて全

部吸い取られるような気がして、何か私は一つ

の寂しさ、わびしさを覚えてならんとですよ。

○孫田医療薬務課長 平成26年末ですけれど、

県内に歯科技工所は146カ所ございます。そちら

のほうで歯科医からのそれぞれの注文を受けて

作製をしているということでございますが、先

ほど委員がおっしゃいましたとおり、現在は、

大きな企業あるいは海外等にこの歯科技工の製

作を発注する傾向が非常に強くなってるという

ことで、地元の歯科技工所においては、非常に

厳しい状況にあるという話は伺っております。

そういうこともありまして、今回この歯科技

工所の新たな設備の整備を応援することで、県

内における歯科技工士の技術向上、水準向上を

図りたいと考えているところでございます。

○中野委員 逆になる話ですよ。いなくなるん

ですよ。いなくなるの、そういう技術を持った

人が。どんどんいなくなる方向を助長する制度

です、中央に一本化するということは。今から

受ける人も、大手の会社がどこかでかするんで

しょう。そうすると、どんどんいなくなるから、

歯科医師さんと技工士が、はめて合うの合わん

のということを身近でできないようになる時代

が来るんじゃないかなと、こう思うんですよ。

医療全てをもってさっき言ったつもりでした

が。146カ所は、いつの時点って言われましたか。

○孫田医療薬務課長 146カ所は、平成26年末の

時点になっております。

○中野委員 せっかくだから、統計の古いのを
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教えて。どのぐらい減ったかという傾向がわか

りませんから。

○孫田医療薬務課長 平成18年度が128、平成20

年度が117、平成22年度が108。しかしながら、

平成24年度に135、平成26年度で146と近年次第

にふえている状況にございます。

○中野委員 減ってるんじゃなくて、ふえてき

たんですか。それもまたどういう理由でふえた

んですか。私は、前からするとかなり減ってき

つつあるかなと思ったんだけれど。この８年間

で大分ふえたんですね。私は、技工士はどんど

ん減ってるかなと思ったら、逆ですね。

○孫田医療薬務課長 申しわけございません。

この数の変動の要因は、残念ながら分析をして

おりません。

○中野委員 わかりました。

○前屋敷委員 それに関連してですけれど、こ

れまで歯科技工士会に出題は委託という形だっ

たわけですか。

○孫田医療薬務課長 歯科技工士の方に県でつ

くります試験委員会に参加していただきまして

─これは歯科技工士会から推薦していただい

た方に委員として入っていただいて─県のほ

うでこの問題作成等の実施をしていったという

ことでございます。

○前屋敷委員 出題のあり方あたりは、各県で

それぞれ独自の出題をされていたのか。私は厚

労省あたりがきちっと方針を示して、それに基

づいた形での試験なので、大体各県どこも同じ

ような中身での試験じゃないかなと想像するん

ですけれど、どんなぐあいだったんですか。

○孫田医療薬務課長 この歯科技工士試験につ

いては、各県、完全に個別に対応していたとい

うことでございます。准看護師試験などでは、

九州ブロックで共同問題を作成して、共同で実

施するということをしておりましたけれども、

これについては各県で対応していたということ

でございます。

○宮原委員 この合格率はどのぐらいなんです

か。

○孫田医療薬務課長 26年度は、受験者数12に

対して合格者が12、100％でございました。平成22

年度の試験から過去５年間、100％になっており

ます。

○山下委員 この歯科技工士の資格を取るのは、

専門学校ってあるんですか。

○孫田医療薬務課長 本県におきまして、歯科

技工士の養成所は１校だけでございます。

○山下委員 さっき、平成26年で146カ所、どん

どんふえてるということなんですが。私たちの

近所にも在宅の技工士で歯医者さんから委託を

受けてつくる人たちがいっぱいおったと思うん

ですが、先ほどから出てるように、大手のほう

に歯医者さんが頼んで、ほとんど仕事がなくなっ

てるということですので、私は極端に少なくなっ

てるかなと思ってたんですけれども、以前から

するとふえてるということに、ちょっと私も疑

問を持つんですが、それは間違いないですよね。

○孫田医療薬務課長 手元の数字によりますと、

そういうことになっております。

○宮原委員 県内には歯科技工士って何人い

らっしゃいますか。

○孫田医療薬務課長 平成26年12月末現在で、

歯科技工士が県内に345人いらっしゃいます。

○外山委員 今の都市部において、歯科医の開

業医が多過ぎるという問題もありますよね。県

内においてはどういう状況ですか。

○孫田医療薬務課長 平成22年度の調査になり

ますけれども、本県における歯科医師は715人。

これは、人口10万人当たりで63.0人。全国の10



- 20 -

平成27年12月３日(木)

万人は79.3ということですので、本県は全国よ

りは少ないということになります。

○外山委員 もう一点だけ。２ページの（３）

⑤です。この薬剤師の確保ってありますけれど

も、薬剤師さんも足りないの、現状はどうなん

ですか。

○甲斐薬務対策室長 薬剤師の現状としまして

は、県内には1,962名の薬剤師がいます。ただ、

人口10万人でいくと、全国が219.6人、本県

が175.2人と45.4％低くなっております。そして、

その中でも宮崎市、延岡市、都城市に集中して

いる状況がございまして、郡部のほうについて

は足りないという状況がございます。実数とし

まして、県内の病院におきまして、141件中10件

の病院が薬剤師を確保できておりません。ま

た、584件の薬局のうちの53件が、若干公定数を

下回っている状況でございます。

以上です。（「関連」と呼ぶ者あり）

○中野委員 何か10件が、薬剤師を確保できて

いないって言われましたよね。

○甲斐薬務対策室長 県内の141ある病院のうち

の10病院が薬剤師を確保できておりません。

○中野委員 それは、医薬分業とか何とかとい

うことで、抱える必要はないんじゃないんです

か。

○甲斐薬務対策室長 病院におきましては、入

院患者がいますので、最低でも薬剤師を１人と

いう形になっております。

○中野委員 そういう薬剤師がいないところの

薬は、どのように調合して出されるんですか。

○甲斐薬務対策室長 外来処方箋については、

委員のおっしゃるとおり院外処方という形でで

きますけれど、入院処方については、どうして

も院内で調剤しないといけないという形になっ

ております。薬剤師法でいきますと、薬剤師は

医師の処方箋に基づいて処方ができると。ただ、

医師も自分の書いた処方箋については調剤でき

ることになっておりまして、その医師の指導の

もと、看護師さんなりが調剤してるというのが

実態でございます。

○中野委員 それで事足りていると思えばいい

んですか。粉薬をまぜてみたり、練り薬をまぜ

てみたり、一般の既成のものと何か何錠とか分

けて持ってきますが、ああいう行為というのは、

医者がそれをするというわけですか。医者がそ

こにおれば、そこに勤めている看護師さんたち

がやっても違法性はないということですか。

○甲斐薬務対策室長 本来は薬剤師の業務でご

ざいます。ただ、薬剤師法の中で医師が自分の

処方に限り調剤権が認められておりますので、

お医者さんがされるのが一番なんですけれど、

それは診療の関係もございますので、その医師

の指示のもと調剤を行っております。

ただし、医療監視の際には、確保できていな

い病院等につきましては、毎年文書指導を行っ

ておりますけれど、なかなかそういった薬剤師

が確保できない状況でございます。そのために

も県内の薬剤師の総数をふやしたり、あと今、

出産・育児等で離職されている薬剤師の復職を

支援していくということで、この事業を計画し

ております。

○中野委員 その薬剤師を抱えていないところ

は、抱えていないのか、抱えられないのかです

よ。抱えたら、その病院は、薬剤師分の経費が

要りますが、その分を払わないかんわけでしょ

う。小さな病院だと思うんだけれど、経営上で

きないところは、本当に医薬分業であれば、何

かそういう調剤薬局というんですか、そこに処

方箋を書いて出せばいいのにと思いますが。

○甲斐薬務対策室長 病院におきましては、入
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院患者がいることから、必ず薬剤師を置かない

といけないということで、外来処方箋について

は出して調剤できますけれど、入院患者の分は

院内でしないといけないということになってお

ります。

毎年その医療監視の際に、その病院について

指導を行っておりますし、また病院も募集を出

しておりますけれど、なかなか集まらない状況

がございます。

○外山委員 10病院にも入院患者がいるわけで

すか。

○甲斐薬務対策室長 診療所は薬剤師の設置義

務はございませんけれど、病院については設置

義務があると。法的には必ずいないといけない

という状況でございます。

○外山委員 その10病院というのは、どういう

状況にあるわけですか。問題ない。

○甲斐薬務対策室長 医療法上問題があるとい

うことで、毎年文書指導を行っております。

○日高福祉保健部次長（保健・医療担当） 今

現時点では既に、病床を持つ病院の新たな設置

はできない状況になっておりますので、新たな

病院で薬剤師がいない状況ということはあり得

ません。というよりも、病院そのものが設置で

きない状況でございます。

今説明いたしました10の医療機関、薬剤師が

いない病院につきましても、設立当時はきちん

と薬剤師さんはおられたという状況でございま

す。それでないと、基本的に許可がおりません

ので。ただ、だんだんと、例えば入院患者さん

が減ってくるなり、管理者のドクターが高齢化

してくるなりなどの理由等で、なかなか適切な

賃金が支払えない状況の中で、薬剤師さんがや

められたりとかそういったことがあって、多分、

薬剤師がいない状況に陥っておられると思いま

す。

当然、先ほど説明しましたとおり、保健所が

毎年の立入調査の中で指導、指摘をし、当該病

院も募集をしているわけですけれども、募集の

際の金額が実態と折り合わないところがあって、

確保になかなか至っていないというところでは

ないかと思っております。

○中野委員 余り個別的な事例を言うといけま

せんが、某えびの市立病院ですね、もうしょっ

ちゅう薬剤師の募集が入っていたんで、何でだ

ろうと、そこの担当に聞いてみたんです。そし

たら、薬剤師がやめたと。それから募集するけ

ど入ってこないその理由は、いわゆる調剤薬局

のほうが給料がうんと高くて、そっちのほうに

行くんだそうです。だから今は仕方なく、そこ

に勤めていらっしゃる職員の方を─余り身内

で雇うといかんということだったけれども、来

ないもんだから、採用したという話を病院の事

務局から聞きました。

それで、私が不思議だなと思ったのは、調剤

薬局のほうは給料は高くて、もうかるから給料

を高く出すわけでしょう。みどり薬局の何とか

薬局ってありますが、かなり給料をもらってらっ

しゃるという話なんです。病院に来れば安いと

いうことですよ。いわゆる公立の病院だから、

身分的には保障されているはずなのに、金額の

高いほうが魅力があるのでしょうから、そっち

に行って、かえってそっちのほうは収入がふえ

る、こっちは少ないと。そういう実態があった

から、私もあれっと思ったんです。何で同じ薬

を扱うのに、雇えないのかなと。

それと、全国平均からするとまだ少ないから

ふやそうということは、たくさんふえれば、今

度は余りますから、そうするとあんまり上げら

れない状況をつくることで、薬剤師の収入を引
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き下げることをもくろんで、どんどんやられる

というわけですか。どんなにふえても、雇えな

いところは雇わないからですよ。

○甲斐薬務対策室長 薬剤師の給与の件は

ちょっと考えておりませんが、相対数がふえて、

現状の雇えない病院が、それだけ雇いやすくな

るということもございます。

それと、もう一つこの事業につきましては、

将来の薬剤師の確保を目指しております。とい

いますのが、病院薬剤師は、がん専門薬剤師等

の専門資格を取得して、薬物療法の質の向上を

図っている医療機関も県内にございます。今後、

高度先進医療の進展に伴って、こういった専門

薬剤師の配置の必要性が高まってくると、ます

ます薬剤師が不足してくると。また、町の薬局

についても、在宅医療のほうでチームの一員と

してその役割を果たしていく必要がございます

ので、こちらのほうも将来の不足が予想されて

おります。

この事業は、現状の回復及び将来の不足を予

想して取り組むものでございます。

○中野委員 もう一点、関連で。年間に医師の

国家試験に合格する人が8,000人台ですよね、八

千何百人か。薬剤師は年間、何人の方が国家試

験に合格されているんですか。

○甲斐薬務対策室長 平成26年度が9,044名、そ

の前の平成25年度が7,312名、その前の平成24年

が8,929名。平成23年から６年生の卒業者が出て

きておりますけれど、その平均が年間8,481名で

ございます。

○中野委員 そんなにたくさん、そのうち過剰

になりますよ、弁護士じゃないけれど。これじゃ

あ、過剰になりますね。

○甲斐薬務対策室長 今大学が73大学あります、

薬学部が。平成元年には46大学でございました。

そして平成元年の合格者数も大体8,780名前後し

ておりまして、ずっとここ26年、大体同じよう

な数字で推移してきております。

○中野委員 薬科大学ってそんなに多いんです

か。将来の末路は、福岡大学と一緒やないです

かね。余計なことを言いました。

○井上委員 今のことに関連して。その女性薬

剤師等の復職支援プログラムの作成となってる

以上は、宮崎県内のこの方たちの実数を把握し

ておられるということですよね。どのくらいい

らっしゃるんですか。

○甲斐薬務対策室長 県内の無職の薬剤師が94

名、このうちの78名が女性でございます。男性

が16名でございます。

○井上委員 この94名の方というのは、復職の

可能性が高いと理解していいんですか。それと

も、これはなかなか難しい状況ですか。

○甲斐薬務対策室長 男性につきましては高齢

な方もいらっしゃいますけれど、女性につきま

しては、子育て・育児等で離れ、働きたいけれ

どちょっと自信がないと、そういった方も何名

かいらっしゃると考えております。

○井上委員 この薬剤師確保対策支援事業、こ

れは補正の分ですよね。最初からの予算額とい

うのは、大体幾らとってるんですか、事業費は。

○甲斐薬務対策室長 今回の基金の内示を受け

て補正をお願いした分でございまして、県が２

分の１の補助をするという形で考えております。

これは県薬剤師会が提案したものでございまし

て、事業費の２分の１で72万7,000円を今年度は

補助するという形でございます。

○井上委員 大学就職説明会におけるＰＲ経費

も支援するとなっているけれども、このお金の

使い方はどうなってるんですか。

○甲斐薬務対策室長 まず最初が、育児・介護
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などで離職している女性薬剤師に呼びかけて復

職支援実習を受講してもらい、再就職の不安を

払拭させ、復職を促すということで、今年度は

保険薬局編の復職支援プログラムを作成します。

そして、無職薬剤師の方々に受講募集してとい

うことが３月までの事業でございます。

もう一つの九州管内の大学薬学部を訪問して、

県内の就職のＰＲを行うということで、実際働

いている薬剤師がパンフレットをつくりまして、

それを持って各大学に説明に参るという形を考

えております。

○井上委員 それは説明に書いてあるから、わ

かる。そのとおり書いてあるから。予算配分は

どうなってるか。どのくらいとどのくらい使う

のかという。

○甲斐薬務対策室長 復職支援プログラムの作

成として、※66万4,800円でございます。

○井上委員 あと残りがそのＰＲという。

○甲斐薬務対策室長 就職ＰＲ事業として、※50

万5,360円でございます。

○井上委員 違うやろう。足らん。

○甲斐薬務対策室長 それの２分の１が補助に

なります。

○井上委員 二十何万かということよね、二十

何万。金額合わないけれど。ぜひこの事業をや

らないといけないと思うんですよ。県の薬剤師

会にプログラムをつくるのをお任せするだけで

大丈夫なんですか。現実に女性の方たちの復職

のためのプログラム、これは医師確保も全てに

おいてもそうなんだけれども、そのプログラム

を具体的につくり上げていくための、金額的に

は物すごい少ないので、大丈夫なのかなという

思いがしないでもないんだけれども。研修とか

もしていただいたりとか、いろいろしないとい

けないじゃないですか。それは後ですよという

話ですよね。ただ、プログラムだけつくるのに、

これだけお金がかかりますよという話ですよね。

○甲斐薬務対策室長 今年度はもう実質、事業

の期間が約３カ月しかございませんので、こと

しはプログラムを作成して、それも薬局編のみ

作成して呼びかけて、来年度以降研修を考えて

おります。

○井上委員 続きを午後にしていただきたい。

○後藤委員長 時間もそろそろですので、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、午後の再開を午後１時10分からと

したいと思います。

暫時休憩いたします。

午前11時59分休憩

午後１時７分再開

○後藤委員長 委員会を再開いたします。

午前に引き続き、議案の質疑に入りたいと思

いますが、ここで、委員会の傍聴につきまして

お諮りをしたいと思います。

日向市の首藤氏から、執行部に対する質疑を

傍聴したい旨の申し出があっております。議会

運営委員会の確認・決定事項に基づき、許可す

ることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤委員長 それでは、傍聴人の入室を許可

することといたします。

傍聴される方にお願いいたします。

傍聴人は、受け付けの際にお渡ししました傍

聴人の守るべき事項にありますとおり、声を出

したり、拍手をしたりすることはできません。

当委員会の審査を円滑に進めるため、静かに傍

聴してください。また、傍聴に関する指示には、

※次ページに発言訂正あり
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速やかに従っていただくようお願いいたします。

それでは、質疑を再開いたします。

○甲斐薬務対策室長 済みません、薬剤師確保

対策支援事業の事業費の訂正をお願いいたしま

す。

就職ＰＲ事業にかかわる分が32万4,000円、復

職支援プログラム作成に係る部分が40万3,000円

でございます。

○井上委員 午前中に引き続いてですけれど、

ぜひ頑張ってください。ちゃんとしたプログラ

ムをつくらないと、なかなか復職はしていただ

けないと思うんです。だから、一番は子育て支

援中の方が多いのなら、そこも含めてしっかり

とした体制をつくらないと、なかなか難しいの

かなという思いがします。

ただ、復職していただけると、これはまた一

つの宮崎県の資源としては、大変重要なんじゃ

ないでしょうか。その方向に誘導していただけ

たらと思います。だから、その支援等のきちん

としたネットワークがとれないと、なかなかこ

れは難しいことですよね。それと本人の自信が

つくような研修をきちんとやっていただけたら

いいのかなと思いますので、これは要望しとき

ます。

続けて、前回の委員会の中でも出たんですが、

居宅等における医療の提供に関する事業、これ

が本当にきちんとなっていくと、居宅介護をさ

れてる方たちにとってみると、大変うれしい内

容になると思いますので、これは充実していっ

ていただきたいと思うんですが。

ただ、これは、県がどのくらいそこの中にき

ちんと入り込んで、県医師会だとか郡市医師会

だとかそういうところにお任せだけではなく、

実際在宅で介護されていらっしゃるところまで

ネットワークがちゃんととれるかどうかが、気

になるところなんですが。

多職種を交えた研修の開催ってなってますけ

れど、これは大体どのくらいを予定しているん

ですか。どんな状況にしていこうとしているわ

けですか。

○横山医療・介護連携推進室長 医師会と協議

は進めておるんですけれども、まず多職種のほ

うは、医療側の職種の方々、ドクター、看護師

もろもろいらっしゃいますけれども、それと介

護側の職種の方々の合同の研修会を各郡市医師

会を含めてマックス50回ぐらいやりたいと聞い

ております。

○井上委員 先ほど、薬剤師の方たちの話まで

出ましたが、その中には薬剤師さんは入ってな

いんですね。

○横山医療・介護連携推進室長 含めておりま

す。

○井上委員 入ってる、そうですか。やっぱり

お薬のコントロールは、なかなか難しいという

ことも、いろいろあるので。この事業の中で、

在宅医療を充実させるための機器整備等を支援

する。これはわからなくもないわけですが、イ

メージ的にはどういうことがどんなふうに。例

えば地域にいらっしゃる方たちがどんなふうに

変わっていくのか、在宅の状況が、居宅の医療

の提供が、どんなふうに変わっていくのかが、

それはどういうふうにイメージしたらいいので

すか。

○横山医療・介護連携推進室長 基本的には在

宅医療を進めるところが、なかなか進まない部

分がございますが、いろんな要素があると思い

ます。大きな医療機関、入院施設を持った医療

機関の先生によっては、在宅に返すのはいかん

と、これは自分のところでちゃんと最後まで見

らないかんのやという先生もいらっしゃいます。
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一方では、今のさまざまな社会の流れからい

たしますと、例えば厚労省の推計でいきます

と、2040年には亡くなる方が今より40万人ふえ

るというお話がございます。

今現状、亡くなってる方々の８割の方々は、

病院で亡くなっておられます。同じように40万

人ふえて８割の方々が病院でということになり

ますと、ざっくりと言いますと、宮崎県でいき

ますと、3,000床ぐらい新たに病院のベッドが必

要になると。最終的に病院のほうで亡くなると

いうことになればですけれども。それはもう無

理な話でございますんで、そうしますと、在宅

でみとりをしていくというところを拡大してい

かないと、どうしても耐えられなくなるという

状況がございます。

申し上げたように、ドクターの中には、余り

在宅医療に積極的でない先生方もいらっしゃい

ますんで、まずは、この社会の流れというとこ

ろも理解をいただきつつ、在宅のほうに参入し

ていただくドクターをふやしていくと。あわせ

てその在宅がなかなか進まない理由が、今度は

ドクターをサポートする看護師さんであるとか、

もちろん在宅になりますと、介護と医療を同時

に提供していくということになりますんで、そ

の介護福祉の方々との連携でありますとか、そ

ういうところがなかなか垣根があってうまく

いってない部分もあると。

それを一つずつ解決していくと考えておりま

して、多職種と言っておりますけれども、現状、

なかなか在宅が進まない理由の一つが、介護の

分野の方々と医療の方々の間になかなか垣根が

あって難しいと、連携がうまくいかないという

ところが、よく言われるところでございまして、

そこの垣根をなくすために、こういう多職種の

方々が同じテーブルに着いて、在宅医療をその

地域でどうしていくのかという場をたくさんつ

くっていくことで、顔の見える関係もつくって

いこうと。医療側の方々と介護側の方々で顔の

見える関係で、患者さんの情報共有、スムーズ

に共有できるような仕組みとか、そういったも

のを進めることで、この在宅医療を拡大してい

こうと考えております。

○井上委員 やっぱり具体的なシミュレーショ

ンが必要なんですよね。

私の母は92だったんですが、最期のときは、

結果、病院になったわけですけれど。そのとき

に先生から言われたのは、介護を考えたときに、

私たちはまだまだやれるという気分だったんで

すけれど、病院の先生から無理だということを

はっきりと宣告されたので、それで、改めて母

がどのくらい年老いてしまっているのかをそこ

で実感したわけです。医療的なものがそんなに

必要だったのかということを改めて実感したわ

けなんですけれど。

だから、そのことをお医者さんとも十分話し

合えて、そして、どういう状況なら在宅でやれ

るのかは、なかなか個々人のあれもあるので、

シミュレーションがなかなか書けないところが

絶対にあると思うんですよね。だから言われる

中身は、在宅医療・介護連携推進体制整備事業

なので、ぜひこれは丁寧にやっていただかない

と、なかなかこれから本当に在宅で見る方の

─そして一方では、女性活躍しいといって外

に行けと言われてるので、その辺のバランスみ

たいなのって、なかなか難しいと思うんですよ

ね。ですから、自分たちの家族の中でどうやっ

たら、言われるような在宅医療というか在宅で

の介護が可能なのかどうかというのは、なかな

か難しいんですよね。だから、そこがはっきり

とイメージできていくようなことがないと、先
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生からもそういうお話がきちんと、もうある程

度になったら、こうして、ああしてというよう

な、大体施設型みたいなところを皆さんはイメ

ージされているわけで、無理だというところか

ら出発しているわけだから、これを急激に言わ

れてみても、それを受けとめる力が、在宅で介

護できる力が地域の皆さんにそんなにあるのか

どうか。じゃあ、施設がありますか、病院があ

りますかって、そこもないわけで。だから路頭

に迷うことになってしまうわけで。その意味で

言えば、もっときちんとした広報というか、実

際今、在宅で見ておられる方の気持ちなんかも、

しっかりと聞いていただくような機会を含めて

そういうものがあるといいなと思うんですけれ

ども、そういうことはここの中には現実に入っ

てない感じがしてならないんですが、そこにつ

いてはどんなふうにお考えなんですか。

○横山医療・介護連携推進室長 まず、御家族

で在宅の介護・医療がやれるかというところに

つきましては、御指摘のとおり、恐らく訪問の

看護とか訪問の介護でありますとかを使いまし

ても、いずれにしても、かなりの部分は御家族

で介護いただくのが、どうしても不可欠になり

ます。したがいまして、急速にどんどん広げて

いくのはなかなか難しいだろうと考えておりま

す。したがいまして、その在宅といっても、自

分のおうちで医療・介護を受ける方もいらっ

しゃれば、施設も含めての在宅と考えておりま

して。

ただ、実際には、家族の方々で何とか自分の

おうちで親の介護ができるんだけれど、御指摘

のように、医療のほうでなかなか難しいとかい

うことで進まない部分もあるので、家族なり御

本人の希望があって在宅で医療・介護を受けた

いところについては、できるだけそれが実現で

きるようにしていきたいと考えてまして、その

体制づくりをやっていこうとしています。

その御家族との話をして、しっかりその家族

の状況も聞いてというのは、研修の中でそうい

うことも含めて、一緒になっていろんな職種の

方々が実際に御家族の方々とも話をして、どう

いう医療を提供するのか、介護を提供するのか

も含めて、またここにはケアマネさんとか地域

包括支援センターとかも絡んでまいりますけれ

ども、それぞれの方々にとって、よりよい形は

どうなのかを個々に対応していくことも含めて

の研修になってまいります。

あと、先ほどお話がありました、ドクターが、

在宅医療は無理だよというふうに言われたとい

うお話がございましたけれども、ここも先生に

よって言われ方が随分違います。かなりのとこ

ろは在宅でもいけるんだと。どうしても医療が

必要な部分については、入院をして一定期間治

療をやって、回復すれば在宅に戻して、また悪

くなれば病院に戻すと。あるいは、最期のみと

りの部分だけでも、二、三日だけでも在宅で戻

してみとると、いろんな形があるんですけれど

も、そういったいろんな対応ができるような体

制をつくっていかねばならないと思っておりま

す。多くの先生方は、在宅医療に対して何とい

いましょうか、自信がないというか、ちょっと

責任を持ってやれないんじゃないかという思い

を持ってらっしゃる先生方も多いと思っており

ます。

例えば宮崎市内へ行きますと、クリニックう

したにの牛谷先生という方が非常に熱心にこの

在宅をやっていらっしゃいます。ですから、実

際在宅をやってらっしゃる先生方と一緒に、ど

ういう内容でこの研修なりをやっていけば進む

のかも考えながら内容を検討しているところで
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ございます。

○井上委員 地域医療介護総合確保基金事業と

いうことで、私たちもこの議案の提案をいただ

いてるので、それで、全部が全部この居宅関係

のことばっかりではないけれども、地域内の医

療体制がきちんとなるかどうかは、大変課題と

してこれから持っとかないといかんと思うんで

すよね。

最初に書いてあるように、団塊の世代が後期

高齢者となる2025年を目指してということなの

で、ある程度フローチャートじゃないけれど、

そういうシミュレーションが書かれないと、な

かなか難しいのではないかなと思います。

実はその牛谷先生、よく私も存じ上げてる方

で、そこの薬剤師は私の親戚なので、そして国

の審議会なんかに出ていっているので、そうい

うのなんかで話を聞いたりもするわけですが。

だけれど、やっぱり宮崎県としてどうしていく

のかというシミュレーションがきちんと書けな

いと、はっきり言って、県がする事業は事業と

してあるけれども、ぶつって切れて家族なんで

す。そこのつながりのところがなかなかないの

で孤立化するわけですよ。介護している人たち

は孤立化していく可能性があるんですね。

だから、市町村とはどういうふうにやるのか、

地域の中にある支援センターなんかはどうして

いくのかとか、それがきちんとみんなの頭にすっ

ぽりと入るようなものがないと、なかなか─

実際に自分の父親だったり母親だったりするわ

けだし、家族であったり、夫の家族だったりす

るわけだから。具体性が物すごくあって、実際

ここに取り組もうとするわけだから。だから、

よさげにこんなふうにして書かれていたとして

も、それが本当に、県民にとって身近なものに

なるのかどうか、事業が身近なものとして感じ

られるようになるかどうかが、ちょっと間があ

りはしないのかというので、すごく心配してい

るわけです。

この事業がだめだとか、この議案がだめだと

言ってるわけではなく、やっぱりそこを丁寧に

やっていく必要性があるのじゃないかというこ

とをきちんと聞かせてもらいたいわけですよ。

もっと県の広報も含めてそうですけれど、メッ

セージがきちんと県民に届くようにしていただ

かないと。ただ、あなたのお父さんもお母さん

もあなたが見なさいよと言われてるような、そ

ういう思いがしてならなくなったりするので。

また、施設を待っておられる方もすごい数い

らっしゃいますので、それとか、病院にもし入

れたとしても、すぐ帰されて、その先はどうす

んのというのが。だから、できるだけ先生にす

がってそこにいさせてもらえるようにするとか、

そういうことになるじゃないですか。そこのと

ころを福祉保健部としてもそうなんだけれど、

どう考えていくのかが、しっかりとなっててほ

しいなと言わざるを得ないんですけれど。ごめ

んなさいね、室長に全部おっかぶせて言ってる

んじゃないけれども、そこはわかってください。

○横山医療・介護連携推進室長 私の理解とい

いましょうか、日ごろの思いということでお話

をさせていただきますけれども。

まず、この医療介護法の確保基金も、大もと

になっております社会保障制度の改革の法律と

かを見ますと、大きくは医療提供体制を充実さ

せるということと、地域包括ケアシステムを進

めていくということで、今後の社会へ対応して

いこうという流れになっていると思っておりま

して、その地域包括ケアシステムは、特に在宅

の部分をサポートしていく分になっていくと思

います。基本的には地域包括ケアシステムは、
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中学校区ぐらいのエリアの中できめ細かに対応

していくということが目標とされております。

ゆえに、市町村が介護保険事業を使いながら取

り組みを進めていきますし、そこに都道府県は

この基金等を使いまして支援をしていくという

大きな枠組みになっておると理解しております。

おっしゃるとおり、何よりもきめ細かな、そ

れぞれの高齢者の方々、家族の方々への対応が

必要になっていくということで、やはりどうし

ても地域包括支援センターでありますとか、ケ

アマネさんとかの資質を上げていくことが非常

に重要になっていくのであろうと思っておりま

して、別の事業でそういう方々に対する研修事

業もやっていこうとしております。

ただ、本当に御指摘のとおり非常に難しいと、

地域包括ケアシステムは理想的にはわかるんで

すけれども、これを実現していくのは本当にな

かなか難しいのだろうと思っております。各市

町村の方々が集まっていただいての意見交換と

かもやったりもしておるんですけれども、いろ

いろ模索しながら、できるだけ対応していきた

いと考えております。

○山下委員 関連なんですけれど、今実際、在

宅医療、在宅介護をされてる方はどれぐらい県

内におられるのかを。

○横山医療・介護連携推進室長 申しわけござ

いません。その数は把握をしておりません。

○山下委員 前の委員会でもいろいろ意見が出

てきたと思うんですが、在宅介護をする人たち

の負担、私たちも親を見てきて、もう十分どん

な苦労かわかるんですが。前も意見として言っ

たんですが、やっぱり在宅介護をしてくれる家

族の人、これに対する何らかの、介護報酬じゃ

ないですけれど、何かそういうものは全く議論

がなされてないもんでしょうかね。

○横山医療・介護連携推進室長 家族に対する

支援というのは、介護保険制度ができた当時か

ら国で相当議論をされて、大きな課題ではある

けれども、まずは御本人への支援を優先されて

今日に至ってると理解をしております。

いつぞやの委員会で申し上げましたけれども、

市町村によっては、そこを任意の事業でお金の

給付をしていたり、おむつであるとか介護に必

要なものの給付をしたりということで対応して

いる市町村もございます。

ただ、もう何もしないということが決定され

たわけではないと考えておるんですが、今それ

を具体的にやりましょうという議論が高まって

る状況ではないと認識をしております。

○山下委員 今、2025年、最も大きな課題だろ

うと思うんですよ。我々が全くその世代に入っ

てくるわけですから。そうなっていったときに、

結局、都会にいる人たちが、在宅介護をするた

めに帰ってくる。でも仕事を失って帰ってくる。

先ほど井上委員のほうから、女性がやっぱりそ

の役割を、仕事を持っててもやめないといけな

いとか、一方じゃ、女性が活躍しないといけな

いという、さまざまな問題が出てくると思うん

ですよ。都会から家族を見るために帰ってきた

ときに、仕事を失って帰ってくる。その年代の

人たちが、どういうふうに生活をしていくのか。

家族みんなが一緒に帰ってこれたらいいんで

しょうけれど、家族もばらばらになるでしょう

し。家族は、奥さんのほうもおるわけですから、

その辺の問題が在宅介護の難しさです。

私は親を見るだけの在宅介護を我が家でやっ

た場合に、さまざまな大きな問題が出るだろう

と思うんですよ。なかなかやっぱり進まない。

そうであれば、介護のあり方として、親を見る

ために帰ってくる。親を我が家で見るんじゃな
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くて、施設に預けて施設で自分の親も見る。そ

して片や我が家に帰ってきて一緒に見てもいい

し、週に何回かですよ。県外から帰ってきたら、

働く場所がないんであれば、介護の２級でも取

らせて、その高齢者施設で働いてもらう。そこ

で我が家の親も見る、人の親も面倒を見ていく。

何かそういうシステムってできないんでしょう

か。

何かその辺を考えていかないと、在宅介護、

在宅医療にしても、なかなか僕は進まないと思

うんですけれど。それが、やっぱり在宅での負

担軽減にもなるし、ひいては、我が家でみとり

をするときの判断に、ある程度そこの中で介護

の訓練とかを受けながら、何かスムーズに移行

していく気がするんですけれど、そういう一体

的な問題の議論はなされないんでしょうか。

○松田長寿介護課長 今委員がおっしゃいまし

た在宅介護の担い手の育成ということでは、施

設で必要な人材確保に苦慮しているところでご

ざいますが、いわゆる介護未経験者の方々の中

には在宅の経験をこれからしようという方もい

らっしゃるかもしれませんが、そういった方々

にぜひその経験を積んでいただくという研修を、

今年度からこの基金事業を活用して予定をして

おります。その中には主婦の方、それから高齢

者の方で、これまで介護の経験はないという方、

そういった方々に施設なりあるいは居宅サービ

スの事業所なりでお勤めいただくと。時間はい

ろいろあろうかと思いますが、そういった担い

手づくりを一方で進めていく必要があるのかな

と考えております。

○山下委員 在宅で介護する場合は、施設を整

備する事業っていろいろありますよね。スロー

プにしたり、風呂、トイレを介護しやすいよう

に整備できると思うんですが。それも私たちも

ずっと家でやってきたんですが、本当に在宅介

護といいながら、老老介護がほとんどになって

くると思うんですよ。今度は在宅で医療までや

ろうということですから。だけれど、やっぱり

医療まで我が家でやるというのは、家、空間も

そういう設備をせないかんでしょうし、介護す

るだけでなくて医療まで在宅でやるには、その

医師の確保ですよ、そこの見通しというのは立

つんでしょうか。

例えば昔は、私たちもおばあちゃんがいて、

ああいう高齢者施設がなかったですから、我が

家でずっと見ながら、いわゆるみとりを我が家

でやる時代だったんですが、人間としては、物

は食べなくなる、点滴が入らなくなる。そのこ

とがみとりという中でずっと我が家でみんなそ

ういう人生を送ってきたんでしょうけれど、も

う今福祉施設がどんどん充実して長生きもでき

るようになった。また、あの時代に返していく

方向になってくると、我々の世代ですよね、非

常に自分の将来が、末期に自分たちの生涯の閉

じ方がどういうふうになるんだろかなという、

みんなその不安を持ってくるだろうと思うんで

すよ。

であれば、今から若者が少しでも地元に残っ

てくれる、こういう在宅介護の時代になるんだ

よと、全ての面で仕組みを考えていかないとい

けないでしょうし、そういうものを一体的に福

祉保健部に限らず、全体的な県の課題として、

その辺の問題を2025年に備えて議論をどんどん

していくべきじゃないかなと思うんですけれど、

そこの見解はどうですか。

○桑山福祉保健部長 済みません、私も余り詳

しくないかもしれませんが、先ほども井上委員

からもありましたように、かつて1960年代あた

りまでは７割から８割の方が自宅で亡くなって
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いた。それが逆転して８割の人が病院で、自宅

で亡くなってる人は十数％しかいないと。

ところが、いわゆる多死社会ということで、

それをまた自宅でみとりなさいという話になり

ますと、1960～1970年代でしたら家族も多かっ

たし、ずっと行われてきたノウハウといいます

か、そういうものもあったんだろうと。これが

いきなり戻ると言われても、それはやっぱり不

安感と負担感、こういったものは大きいと、実

感としてそう思います。我々がこういう地域包

括ケアとかで考えるのは、そういった負担とか

不安をなるべく解消できるようなという、必要

なときには在宅で医療の提供を受けられるとか、

そういう体制づくりをする必要があるんだろう

と思います。

それと、いわゆる在宅でのケアすることに対

する評価の問題です。これについては、以前も

答弁の中で一部市町村において一定の評価をし

て、支給するような仕組みもあるということを

お答えしたと思いますけれども。やはり一つの

インセンティブといいますか、また、都会を中

心に不足する施設をまた整備しようという動き

がありますけれども、地方のほうでは、そうい

う在宅ができた場合には、例えばインセンティ

ブとしてそういうものを評価する仕組みとか、

そういったものもいろいろ考えていかないとい

けないのではないかなと思ったりしております。

またそういうものは研究していきたいなと思っ

てます。

○山下委員 ぜひ目先のことだけではなくて、

家族が地元に残ってくれるような仕組みも、やっ

ぱり働く場も確保しないといかんでしょうし、

そういう方向になるんだよという教育をどんど

んしていかないといけないかなと思ってるとこ

です。よろしくお願いいたします。続けていい

ですか。（「はい」と呼ぶ者あり）

４ページの地域少子化対策強化交付金事業な

んですが、子育て世帯への商品・サービス割引

とかこういうのがあるんですが、どういう割引

等が考えられているんですか。

○川畑こども政策課長 これは１の目的・背景

の一番下に27年４月１日現在、協賛店数が1,208

店舗と書いておりますが、その店舗店舗でそれ

ぞれ独自に子育て世帯に優しいサービスという

のを考案していただいておりまして、例えば子

供を連れている家族が来たときには５％、10％

割引をしますというようなこととか、ジュース

１杯サービスしますとか、そういった独自の取

り組みなので統一的なものはございません。

○山下委員 そういうものに対して、例えばお

むつでも２割引しますよとか、それはこの協賛

メーカーが全部かぶっていくということですか。

○川畑こども政策課長 そのサービス自体に対

する補助は行っておりませんので、独自のサー

ビスの範囲内でやっていただくものでございま

す。

○山下委員 わかりました。

次の教育・保育給付費で確認をさせていただ

きたいと思うんですが、この２号及び３号認定

子どもの右の図です。１号認定というのも同じ

なんでしょうけれども、具体的に子育て世帯の

利用者負担が、いわゆる応能負担というのがあ

るんですが、これの負担が安くなるんですか。

そういうことはもう全く考えられていないんで

すか。

○川畑こども政策課長 この利用者負担額は応

能負担で、その家庭の所得に合わせてというも

のでございますので、この教育・保育給付費に

よって安くなるというものではございません。

○山下委員 具体的に、国と地方の市町村との
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負担割合が変わったというだけの、これは説明。

○川畑こども政策課長 当初予算で２号及び３

号認定子どもの施設型給付費は、国、都道府県、

市町村が２対１対１で、１号認定子どもで地方

単独費用部分がそれとは別にあるという想定は

しておりましたが、正確な見積もりが施行初年

度ということで、県でも市町村でもできており

ませんで、ある程度市町村でも正確な見積もり

ができた現段階において、その費用が不足する

ことで補正をお願いするものでございます。

○中野委員 私も４ページに関連して質問させ

ていただきたいと思いますが。先ほども説明さ

れましたとおり、４月１日現在で1,208店舗です

が、あれから８カ月経過しました。これはふえ

ているんですか。今はどのくらいになってるん

ですか。

○川畑こども政策課長 11月末現在の数字でご

ざいますが、1,232店舗でございます。資料の数

字が古くて申しわけございません。

○中野委員 ふえたことはふえたな。うち、え

びの市は何店舗ありますか。

○川畑こども政策課長 少々お待ちください。

申しわけありません。少々お時間をいただいて、

後ほどお答えしたいと思います。

○中野委員 個別におっしゃっていただければ

結構ですよ。つまり何を聞きたかったかという

ことですが、これは全国展開をするということ

ですから、このカードがあれば、県内だけでな

くあるいは市内だけでなく、どこでも利用でき

るということになるわけですか。

○川畑こども政策課長 この子育て応援カード

事業につきましては、県内で現在はサービスを

行っておるんですけれども、同様の取り組みを45

の道府県で行っております。その相互利用なの

で、本県のカードを持っていれば、例えば大分

県なり山口県、ほかの県でも、そこの県の中の

店舗で行っているサービスを同様に受けられる

というものでございます。

○中野委員 それで、東京都とどこかの府県が

参加していませんよね。もう１カ所はどこです

か。

○川畑こども政策課長 東京都と沖縄県は、現

在そのサービスを行っておりません。

○中野委員 そうすると、沖縄はあれですが、

東京都にはこういう加盟店というか協賛店舗は

ないんですか。

○川畑こども政策課長 東京都の中では使える

サービスはございません。

○中野委員 45道府県だけで通用するというこ

とですね。

○川畑こども政策課長 国の方針で全国展開と

いう方針は出ているんですけれども、それぞれ

の道府県が独自に行ってるサービスの範囲内で

まずは始めて、またそこの県が追加されるとい

うことであれば、そこについても全国展開の範

囲としていくという方針でございます。

○中野委員 東京都も沖縄県も人口がふえる都

と県ですし、また沖縄なんかは宮崎県よりも合

計特殊出生率が高いですから、加盟せんでも今

のところはいいんでしょうけれども。なぜ加盟

しないかという理由は把握されておられません

か。

○川畑こども政策課長 沖縄県が28年度からす

るというような方針については伺っております

が、現在していない理由としては、より優先す

べき課題があるというような説明を受けたこと

があります。

○中野委員 今のは、東京都の話。

○川畑こども政策課長 沖縄県についてでござ

います。東京都については、済みません、把握



- 32 -

平成27年12月３日(木)

しておりません。

○山下委員 いいですか、関連で。この子供は

何歳までが対象ですか。18歳以下。

○川畑こども政策課長 本県につきましては、

妊娠中から小学生までとしております。

○前屋敷委員 私は６ページのところを御説明

をいただきたいと思います。児童入所施設等措

置費ということですが、職員の配置に伴う加算

の新設で、児童４人に対して職員１人というふ

うに加算されるということなんですが、どの程

度ふえることになるのか、推計がわかれば。

○徳永こども家庭課長 予算上の積算になりま

すけれども、県内で約38名ふえていくというこ

とになります。

○前屋敷委員 あわせて、ぽつの２つ目ですが、

職員の待遇改善のところです。民間施設給与等

改善の増額ということなんですが、これは民間

施設から申請があった場合になるんですか。も

う必然的になっていくのか。

○徳永こども家庭課長 この民間施設等の加算

につきましては、措置費の制度上の一つの加算

でございまして、毎年各施設から働いておられ

る職員の方々の勤続年数を提出していただいて、

それに応じて一定のパーセンテージで加算をつ

けていく制度になっておりまして、その加算額

が増額されたということでございます。

○前屋敷委員 それと小・中・高校生の学習支

援の拡充ですが、具体的にはどういうことを考

えておられるんですか。

○徳永こども家庭課長 措置費の中で新しくで

きた制度といたしましては、今まで学習指導は

中学生が対象になってたんですが、それに対し

まして小学校も新たに対象になったと。これは

中学生と同じで１人当たり8,090円の加算がある

ということでございます。

それと高校生につきましても、塾等に通う高

校生に対しまして新たな加算ができまして、１

人当たり１万5,000円の加算となっております。

それと、施設の中で特にいろんな疾患等を抱

えて、集団の中で勉強等することができない特

殊な事情のある子供に対しまして、個別学習指

導を行ってる場合があるんですが、それについ

ての新たな加算ができまして、中学生、高校生

ともに月額１人当たり２万5,000円でございま

す。

○岩切副委員長 ２ページの（３）の６番、宮

崎県の産科医の不足とかが耳に入っているんで

すけれども、そういう中で安心してお産ができ

る体制づくりを進めるという趣旨で、周産期医

療関係者のスキルアップを図るという事業と見

たんですが、その周産期医療関係者の範囲と、

具体的に例えば助産師であった場合に、どのよ

うな部分のスキルアップを図ろうとお考えなの

かをお聞かせください。

○木内健康増進課長 県内の周産期医療関係者

の範囲でございますけれども、これは医師であ

るとか助産師、看護師ということになろうかと

思います。

内訳は、産婦人科医を対象とする教育のコー

スであるとか、一方、助産師・看護師等のスタッ

フに対する研修会等さまざまございます。一般

に医療関係者でありますと、やはり医療の進歩

というものにキャッチアップしていく必要があ

るということで、独自でもこういった取り組み

をされてる場合があろうかと思います。

ただ、なかなかこの産科の領域につきまして

は、近年、魅力が必ずしも十分伝わってないと

いうことも指摘がありまして、こういったとこ

ろに支援をしていくことによって、各担当の方

がやる気を持って仕事に向かっていただけるよ
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うに、このような支援の事業を企画していると

いうことでございます。

○岩切副委員長 ４番のクラークの育成スキル

アップ、研修会を実施すると。ここだけは実施

するになってるんですが、ほかのものは医師会

等の事業を支援するなんですけれども。これは

特に意味は変わらないかもしれませんが、もし

かして県が実施するとかそういうような趣旨な

のかを確認させてください。

○孫田医療薬務課長 済みません、表記が統一

されておりませんで申しわけありませんでした。

これも県医師会に委託をして、県北、県央、県

南、県西の各ブロックで講習会を開催予定です。

○岩切副委員長 わかりました。ありがとうご

ざいました。

○川畑こども政策課長 先ほどお尋ねがありま

したえびの市での協賛店でございますけれど

も、11店舗でございます。

○中野委員 今のは、11月末現在でしょうか。

○川畑こども政策課長 11月末現在でございま

す。

○後藤委員長 ほかにありませんね。

それでは、以上で議案に関する質疑を終わり

たいと思います。

続きまして、その他の報告事項に関する説明

を求めます。

○渡邊福祉保健課長 福祉保健課でございます。

福祉保健課からは宮崎県地域福祉支援計画第３

期計画（案）につきまして、御報告をさせてい

ただきます。

さきの常任委員会で御報告をいたしましたと

おり、宮崎県地域福祉支援計画の第２期計画が、

今年度末に終期を迎えますため、現在、第３期

計画の策定作業を進めておりまして、本日はそ

の素案について御説明をさせていただきます。

厚生常任委員会資料の８ページに計画の概要

をお示ししておりますほか、資料１といたしま

して素案の概要版、そして資料２といたしまし

て、素案の本体をお配りしております。

本日は、資料１の概要版を用いて御説明をさ

せていただきます。

資料１の１ページをお開きください。

まず、１の計画改定の趣旨でございます。

表記しておりますとおり、急速な少子高齢化

に伴う人口減少、ライフスタイルの変化による

核家族化の進行、人とかかわることを好まない

価値観の広がりによりまして、地域コミュニティ

が持つ伝統的な助け合いの機能は弱まりつつあ

ります。

このような状況を踏まえまして、２にありま

す計画期間のとおり、平成28年度から平成32年

度までの５年間を計画期間としております。

また、３の計画の位置づけですけれども、（１）

計画の法的根拠にありますように、本計画は社

会福祉法の規定に基づきまして、市町村の地域

福祉計画の達成に資するため、広域的な見地か

ら市町村の地域福祉の支援に関する事項を定め

るものであります。

また、（２）県の計画としての位置づけにあり

ますように、宮崎県総合計画の部門別計画とし

て位置づけるものでございまして、福祉・保健

・医療の各分野の計画との連携・整合を図りな

がら、各計画に共通する基盤を整備するととも

に、いわゆる縦割りの福祉制度や施策について、

地域の観点から横断する（つないですき間をな

くす）、そういった役割を担うものでございます。

２ページをお開きください。ここから11ペー

ジまでは、地域福祉を取り巻く状況につきまし

て、各種統計や県民アンケート等の結果をまと

めたところでございます。
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まず、本県の人口構成及び高齢化率・後期高

齢化率の推移につきましては、ごらんのように

本県の人口は、平成26年の111万5,000人から平

成42年には97万9,000人と100万人を割り込むも

のと推計されております。

また、３つ目の丸にございますように、高齢

化率は、平成22年には、県民の４人に１人が高

齢者となる25.8％でございましたけれども、平

成※32年には、県民の３人に１人が高齢者とな

る34.5％まで上昇することが予測されておりま

す。

続きまして、３ページをごらんください。

ここでは地域における見守りが必要な方々の

状況についてまとめております。

（１）の要介護（要支援）認定者数につきま

しては、介護保険制度が開始されました平成12

年と25年を比較いたしますと、約1.8倍増加をし

ております。

また、（２）の障害者手帳交付者数ですけれど

も、こちらも年々増加傾向にありまして、特に

精神障害者保健福祉手帳の交付者数は、平成18

年度と25年度を比較しますと、約1.8倍の増加と

いうことになっております。

４ページをお開きいただきたいと思います。

県内の生活保護世帯数、保護人員数及び保護

率の推移のグラフですけれども、平成10年度と26

年度を比べますと、生活保護世帯は約1.9倍増加

をしていることがわかります。

５ページをごらんいただきたいと思います。

新たな社会的課題の顕在化といたしまして、

県内の高齢者虐待の相談・通報件数の推移と、

児童虐待の相談対応件数の推移を載せておりま

すが、いずれも高どまりの状況にございます。

６ページをお開きください。

自殺者数の推移でございますけれども、本県

の自殺者数は、平成19年には過去最高の394人を

記録しております。その後減少傾向にございま

したけれども、平成26年は前年比９人増の265人

となっております。

以上が各種統計の状況についてでございます。

次に、４番にありますけれども、住民同士の

つながりや支え合いの意識のところをごらんい

ただきたいと思います。ここからは、本県の地

域福祉について、県民を対象に実施をいたしま

した調査の結果をまとめております。

調査の結果は、人口密度の高い市町村、これ

をいわゆる都市部と位置づけております。そし

て、人口密度の中程度の市町村、ここを中間部

ということで位置づけをしております。そして、

人口密度の低い市町村、ここをいわゆる過疎地

域と分類をいたしまして、分析を行ったところ

でございます。

７ページの１つ目の表ですけれども、住民同

士がつながり、支え合うことのできる範囲につ

いてまとめたものであります。

全体といたしまして、町内会とか自治会程度

の割合が最も高くなっておりますけれども、人

口密度が低くなるにつれまして、より広い範囲

でも支え合うことができると、そういった意識

があることがおわかりいただけると思います。

次のグラフは、地域の住民同士のつながりや

支え合いの強さについてまとめたものでござい

ますけれども、人口密度が低くなるにつれて、

つながりなどが強いあるいは少し強いとそう

いった方の割合が高くなっておりまして、過疎

地域では、その割合が75％を超えております。

９ページは、地域住民同士のつながりや支え

合いが少し弱くなった、もしくは弱くなった要

因についての質問ですけれども、この棒グラフ

※44ページに発言訂正あり
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にございますように、人口密度が高くなるにつ

れて、他人とかかわりたくない、かかわりを煩

わしいと思う人がふえた、そういった方の割合

が高くなっております。

これは、都市部では、価値観やライフスタイ

ルの変化が地域の助け合いの機能の弱体化に影

響しているものと考えられます。

また、人口密度が低くなるにつれまして、少

子高齢化が進行したことの割合が高くなってお

りまして、さらに、ごらんのグラフの真ん中あ

たりになりますけれども、過疎地域におきまし

ては過疎化が進行したことですとか、地域住民

をつなぐリーダーが不足していることの割合が

高くなっておりまして、過疎地域では、人口減

少等に伴い、いわゆる担い手不足によって地域

の助け合いの機能が弱まっているものと考えら

れます。

10ページをお開きいただきたいと思います。

これは、以上の統計データですとか県民アン

ケート等を踏まえながらまとめました、本県の

地域福祉における主な課題でございます。

（１）の地域福祉の担い手の確保を初め、（２）

の地域における見守りのさらなる充実、（３）の

虐待や生活困窮等の新たな社会的課題、また自

殺や災害などの本県が抱える課題への対応、

（４）の都市部、過疎地域といった地域のニー

ズに応じた地域福祉の推進、（５）の福祉課題の

複雑化・多様化への対応、そして（６）の社会

福祉法人の地域貢献の推進といった６つの課題

として整理をしたところでございます。

11ページは、26の市町村からアンケートをとっ

た結果でございます。今回、県の第３期計画を

策定するに当たりまして、地域福祉を推進する

上での課題や問題点、今後取り組むべき事項等

について市町村にアンケート調査を行ったとこ

ろでございますけれども、おおむね左側の10ペ

ージにまとめました主な課題と同様の結果と

なっております。

続きまして、12ページをお開きいただきたい

と思います。

ここでは、第３章といたしまして、基本理念

及び基本目標について記載をしております。

ごらんのページの一番上にあります基本理念

につきましては、この本文の４行目の初めのほ

うから書いておりますけれども、お互いにかか

わることを好まない人々がふえている現状にあ

る今だからこそ、人情味あふれる優しい県民性

を活かし、一歩を踏み出すこと、いい意味での

「おせっかい」の気持ちを持つこと、そういう

温かさや思いやりに焦点を当てたビジョンを示

すことが、多様な主体がそれぞれに力を発揮し、

お互いの役割を補い、支え合うことにつながる、

そういった考え方のもとに、県民誰もが住みな

れた地域の中で、自分らしく安心して生きてい

くことができる地域社会のきずなをつくるとい

う意味を込めまして、「ともに支え合い、助け合

う あたたかい思いやりの社会づくり」、こう

いった表現としたところでございます。

この基本理念のもと、ページの中ほどにござ

いますように、３つの基本目標を設定しまして、

各種施策を体系的に整理をしたところでござい

ます。

これらの基本目標や各種施策は、先ほど10ペ

ージで御説明をいたしました地域福祉における

主な課題を踏まえながら整理をしたところでご

ざいます。

施策の体系につきましては、14ページをごら

んいただきたいと思います。

３つの基本目標の下に、それぞれ柱となりま

す方向ですとか主な取り組みについて整理をし
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ております。

主なものにつきまして御説明をさせていただ

きたいと思います。

15ページをごらんいただきたいと思います。

アンダーラインを引いておりますけれども、

地域福祉の普及啓発といたしまして、計画の基

本理念の啓発とあわせて、県民一人一人がいい

意味での「おせっかい」の気持ちを持って一歩

踏み出すこと、また、そのような「おせっかい」

を受け入れる意識の醸成を図ることに力を入れ

てまいりたいと考えております。

イの社会福祉事業従事者等の確保と資質の向

上につきましては、①社会福祉事業従事者の確

保と資質向上といたしまして、社会福祉施設で

の職場体験学習等を行うことによって、福祉の

仕事のやりがいや魅力を発信していくこととし

ております。

また、次の16ページになりますけれども、福

祉・介護職の職場定着へとつなげるため、優良

事業者の表彰を行うこととしております。

17ページをごらんいただきたいと思います。

アンダーラインを引いておりますけれども、

平成29年度に民生委員制度が創設100周年を迎え

ることとなりますので、県民生委員児童委員協

議会が開催する記念大会等につきまして支援を

行ってまいりたいと考えております。

18ページをお開きいただきたいと思います。

福祉・保健・医療の連携を図るため、県では

地域の福祉課題の解決やニーズに応える人材と

いたしまして、地域福祉コーディネーターを養

成しておりますけれども、さらなる資質向上を

図るため研修を行うこととしております。

また、一番下になりますけれども、社会福祉

法の改正により責務となる予定の、社会福祉法

人の地域貢献について記載をしております。

20ページをお開きいただきたいと思います。

福祉・保健・医療などの関係機関の連携強化

ですとか、福祉サービスの提供事業者等による

連携・協働によって、地域包括ケアシステム等

の分野横断的に相談できる体制づくりについて

記載をしております。

21ページをごらんいただきたいと思います。

生活困窮者の自立支援体制の整備の取り組み

といたしまして、自立相談支援機関を中心に、

ハローワーク等と連携をしまして、生活困窮者

が地域で自立した生活を営むことを包括的に支

援するための体制づくりに努めることとしてお

ります。

22ページをお開きいただきたいと思います。

ここには、認知症高齢者や障がい者などが福

祉サービスを適切に利用し、地域で自立した生

活が送れるよう、市町村社協の法人後見受任体

制の整備等について記載をしたところでござい

ます。

23ページをごらんいただきたいと思います。

福祉サービスの質の向上のための福祉サービ

ス第三者評価の利用促進及びこのページの一番

下になりますけれども、県と市町村の社協が、

地域の社会福祉法人の取りまとめ役として、地

域貢献のあり方の検討ですとか、取り組みを進

めることについて記載をしております。

24ページをお開きいただきたいと存じます。

ここでは、地域の企業の協力を得て実施して

おります、みやざき地域見守り応援隊の取り組

みの推進ですとか、高齢者、障がい児・者、子

供などが世代を越えて交流できる居場所づくり

の促進について記載をしております。

25ページをごらんいただきたいと思います。

ここには、住民誰もが気軽に参加できる福祉

イベントの開催など、地域福祉活動への参加の
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「きっかけづくり」を進めることについて記載

しております。

26ページをお開きいただきたいと思います。

ウの本県の地域や特性を捉えた地域福祉の推

進といたしまして、①の過疎地域等における人

口減少に対応した地域の支え合いシステムの構

築ですとか、②の都市部における「おせっかい」

の精神による地域見守り体制の充実について記

載をしております。

27ページでは、③の災害時の支援体制の充実

といたしまして、災害時の福祉避難所の指定、

整備の促進について記載をしております。

また、28ページには、④の自殺のない地域社

会づくりの推進といたしまして、市町村や民間

団体が主体的に取り組む声かけ・見守り活動で

すとか、居場所づくりなどの地域に密着したき

め細やかな自殺対策について記載をしておりま

す。

最後に、29ページになりますけれども、各種

施策の推進状況を評価・点検するための14の指

標を記載しておりますが、個別の説明は割愛を

させていただきたいと存じます。

厚生常任委員会資料の８ページをお開きいた

だきたいと思います。

一番下の４、ここに今後のスケジュールとい

うところがございます。第３四半期のアンダー

ラインを引いている部分、常任委員会に報告と

いうのが本日の報告でございまして、今後パブ

リックコメントを実施し、その後、計画案につ

いて、宮崎県地域福祉支援計画策定委員会、そ

してワーキングチームで検討を行った後、２月

定例県議会に議案として提出をさせていただき

たいと考えております。

宮崎県地域福祉支援計画第３期計画（案）に

つきましては、以上でございます。

○日髙国保・援護課長 国保・援護課でござい

ます。

国保・援護課からは、宮崎県子どもの貧困対

策推進計画（案）について御報告をさせていた

だきます。

前回の常任委員会で御報告をいたしましたと

おり、計画の策定作業を進めておりますが、本

日は、その計画案について御説明をさせていた

だきます。

厚生常任委員会資料の９ページに計画の概要

をお示ししておりますほか、お手元に資料３と

して、計画案の概要版を、資料４として、計画

案をお配りしております。

本日は、資料３の概要版を使用して御説明を

させていただきます。

資料３の１ページをお開きください。

第１章 計画策定の趣旨についてでございま

す。

まず、１ 子どもの貧困に関する国の動きで

あります。

我が国の子供の貧困率は、国の調査によりま

すと、16.3％と過去最高を更新しております。

また、全国の生活保護世帯の子供の高等学校等

進学率は90.8％であり、一般世帯を含む全世帯

の進学率の98.6％と比較すると、約10ポイント

低い水準となっております。

このような事情等を背景としまして、平成25

年６月に子どもの貧困対策の推進に関する法律

が成立し、昨年８月に国の基本方針等を盛り込

んだ子どもの貧困対策に関する大綱が閣議決定

されております。

２の県計画についてですが、計画の位置づけ

としましては、法律の第９条に基づく都道府県

計画として策定するものです。

３の計画の期間は、平成28年度から31年度ま
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での４年間としております。

２ページをお開きください。

第２章 本県の子どもを取り巻く現状と課題

についてであります。

まず、１ 子どもの貧困の現状についてです。

ここに記載しておりますように、生活保護世

帯の年齢区分等の年次推移の棒グラフをごらん

ください。棒グラフの一番左側が生活保護世帯

の18歳未満の子供の数を示しております。平成19

年度の生活保護世帯の18歳未満の子供の数

は1,482人ですが、平成26年度では1,995人となっ

ており、513人の増加となっております。

また、その下の生活保護世帯の子供の進学率

についてですが、本県の生活保護世帯の子供の

高等学校等進学率は、平成26年度時点で83.3％

となっており、一般世帯の98.0％と比較して14.7

ポイント低い水準となっております。さらに、

大学等への進学率は、生活保護世帯の子供が25.5

％となっており、一般世帯の66.9％より41.4ポ

イント低い水準となっております。

これらの統計データから、本県においても、

全国と同様の傾向にあることがわかります。

次に、３ページに記載しております性別・学

歴別・年齢階層別の相対的貧困率の折れ線グラ

フをごらんください。

このグラフは、平成22年の国民生活基礎調査

結果をもとに、性別・学歴別・年齢階層別に相

対的貧困率がどのような水準となっているかを

整理したデータです。

このグラフでは、小学校・中学校卒の場合の

貧困率が、男女とも全ての年齢階層において高

等学校卒や大学以上卒の場合と比較して、高い

水準となっていることがわかります。

４ページをお開きください。

２ 子どもの貧困に関する課題についてです。

県ではことし３月に子供の貧困対策を進める

に当たっての課題を把握するために、子供の支

援に携わる民間団体や関係機関を対象としたア

ンケート調査を行いました。

その調査結果を踏まえ、本県の子供の貧困対

策における特に重要な課題として、１つ目に、

保護者の生活・就労支援のさらなる充実、２つ

目に、教育の支援の充実、３つ目としまして、

各種支援制度の周知の徹底の３点を整理してお

ります。

５ページをごらんください。

第３章 計画の基本理念・基本方針と指標・

目標についてでございます。

まず、１ 基本理念についてです。

子供はかけがえのない地域の宝であり、本来、

その子供たちが自分の可能性を信じて挑戦する

ことにより、未来を切り開いていけるような社

会でなければなりません。しかしながら、現実

は、子供たちの将来が、その生まれ育った家庭

の事情に左右されてしまう場合が少なくありま

せん。今後、子供の貧困問題を社会全体で捉え、

対策を進めることが極めて重要となります。

以上のことから、計画の基本理念を「すべて

の子どもが生まれ育った環境に左右されず、そ

の将来に夢や希望を持って成長していける社会

の実現を目指す」としております。

次に、この基本理念に沿って、本県における

対策の目指すべき方向を２の基本方針に示して

おります。

本県には、県民性が総じて温かであることや、

人や地域のつながりが残っていることなど、経

済的な数値では比較できない優位性があります。

また、子供の貧困対策を効果的に実施するため

には、行政、県民、関係団体等がお互いにそれ

ぞれの役割を理解した上で、連携し、一体的に
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取り組む必要があります。

以上のことから、計画の基本方針を「温かな

県民性に育まれた地域のつながりを活かし、県

民・関係団体・行政が連携・協力して貧困対策

に取り組む」としております。

６ページをお開きください。

３ 子どもの貧困に関する指標・目標につい

てです。

子どもの貧困に関する指標についてですが、

国の大綱で示された25項目の指標のうち、都道

府県ごとの数値が把握できる19の項目を指標と

して設定することといたします。それぞれの項

目と本県の現状値は、７ページから８ページの

表に記載しているとおりでございます。

９ページをお開きください。

計画において目指す目標についてですが、本

県では、19項目の全ての指標を改善することを

目標として取り組むことといたします。さらに、

貧困の世代間連鎖の解消のために、特に重要な

項目について数値目標を設定し、その達成に向

けて取り組みます。

まず、第１章の本県の現状で御説明しました

とおり、生活保護世帯の子供の進学率が一般世

帯と比較して低い状況で、中学校卒業の場合、

高等学校卒業や大学以上卒業の場合と比較して、

将来、貧困状態に至るリスクが高くなっている

ことから、生活保護世帯の子供が高等学校等へ

進学し卒業することが重要と考えられます。

このため、生活保護世帯の子供の高等学校等

進学率・中退率について数値目標を設定します。

次に、生活保護世帯の子供の進学率等の改善

に当たっては、学校や子供が抱えるさまざまな

問題の解決に向けて、スクールソーシャルワー

カーの果たす役割が大きいことから、スクール

ソーシャルワーカーが対応した事案の解消率に

ついて数値目標を設定いたします。

さらに、第２章の本県の課題で御説明したと

おり、各種支援制度の周知徹底が本県の課題の

一つでありますが、市町村が実施する就学援助

制度の内容が、支援を必要とする人に確実に伝

わり、活用できるように努める必要があること

から、就学援助制度の周知状況について数値目

標を設定いたします。

それぞれの数値目標については、10ページの

表のとおりでございます。

11ページをごらんください。

第４章 指標の改善に向けた取組についてで

ございます。

施策の体系でありますが、計画の基本理念・

基本方針のもと、貧困対策の４つの柱として、

１ 保護者に対する生活・就労支援、２ 教育

の支援、３ 生活の支援、４ 経済的支援とし、

各種施策に取り組むこととしております。

主な取り組みについて御説明いたします。

12ページをお開きください。

１ 保護者に対する生活・就労支援の１つ目

の項目ですが、生活困窮者に対し、自立に向け

た相談対応や就労に向けた準備の支援など、課

題に応じたきめ細やかな支援を社会福祉協議会

などの関係機関と連携して包括的に行うことと

いたします。

13ページをごらんください。

２の教育の支援の２つ目の項目ですが、学校

や子供が抱える貧困を含めたさまざまな問題の

解決に向けて、スクールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカー等の専門家の力を活用し、

各学校の相談体制の充実を図ることといたしま

す。

15ページをお開きください。

３ 生活の支援の１つ目の項目ですが、福祉
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事務所や学校等の教育関係機関、子供の支援に

携わる民間団体等が連携し、地域の実情に応じ

た対策の情報を共有したり、相談・支援の充実

を図るために、地域を基盤とした子どもの貧困

対策会議を開催し、地域におけるネットワーク

の構築を図ることといたします。

17ページをお開きください。

４ 経済的支援の１つ目から３つ目の項目に

ついてですが、児童扶養手当や児童手当の支給

のほか、生活保護世帯等の子供が認定こども園

等を利用する際に、保護者が支払うべき給食費、

文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入

に要する費用等の一部を補助することとしてお

ります。

18ページをお開きください。

第５章 実態を踏まえた計画の推進について

でございます。

まず、１ 計画の推進体制と関係者の役割に

ついてです。

計画の推進体制では、対策を効果的に実施す

るために、行政、県民、関係団体等がお互いに

それぞれの役割を理解した上で、一体的に取り

組むことが重要となりますので、関係者が連携

するために必要なネットワークを構築し、地域

の実情に応じた取り組みを進めていくこととい

たします。関係者の役割は、次に記載したとお

りであります。

19ページをごらんください。

３の計画の進捗管理についてですが、毎年、

宮崎県子どもの貧困対策協議会において、計画

の進捗状況について点検・評価をしていただき、

国の大綱の見直しに合わせ、計画についても必

要に応じて見直しを検討することとしておりま

す。

厚生常任委員会資料の９ページをお開きくだ

さい。

４ スケジュールについてであります。

第３四半期の本日の常任委員会報告の後、パ

ブリックコメントを実施することにしておりま

す。その後、第４四半期に宮崎県子どもの貧困

対策協議会で計画案を検討していただき、最終

案を２月定例県議会に議案として提出したいと

考えております。

宮崎県子どもの貧困対策推進計画（案）につ

きましては、以上であります。

○川原障がい福祉課長 障がい福祉課でござい

ます。

委員会資料の10ページをお願いいたします。

「障がいのある人もない人も共に暮らしやす

い宮崎県づくり条例（仮称）」の制定についてで

あります。

本条例に関しましては、10月の厚生常任委員

会におきまして、条例案の概要としまして、条

例に規定する項目の概要等につきまして御報告

を行ったところであります。

本日は、その後の取り組みと前回報告いたし

ました条例に規定する各項目につきまして、よ

り肉づけいたしました条例の骨子案という形で

御報告をさせていただきます。

また、前回の委員会におきまして、条例の名

称につきまして、再度検討するようにと御意見

をいただきましたことから、改めまして、障が

い者団体との意見交換会及び県障害者施策推進

協議会におきまして、条例の名称につきまして

御意見をいただいたところであります。

この中では、名称につきましては、全体的に

は賛同をいただいたところでございまして、御

意見としましては、まさに、このような宮崎県

になっていってほしいと思うなどの御意見をい

ただいたところであります。
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本日は、仮称でありますが、この名称で御報

告させていただいているところであります。

まず、１の制定の趣旨についてでありますが、

前回の報告と同様でありますので、説明は省略

させていただきます。

次に、２のこれまでの取組でありますが、下

から３行目にありますように、10月29日の前回

委員会の後、障がい者団体との意見交換会ある

いは県障害者施策推進協議会におきまして、本

日御報告をいたします骨子（案）等につきまし

て、意見交換を行ったところであります。

次に、３の条例の骨子（案）についてであり

ます。

11ページをお願いいたします。

まず、第１ 基本的な考え方についてであり

ます。記載しておりますように、全ての県民は、

障がいの有無にかかわらず、等しく基本的人権

を享有するかけがえのない個人であり、障がい

の有無によって分け隔てられることなく、とも

に生きる社会を実現する必要があり、日常生活

などのさまざまな場において、障がいのある人

の活動や社会参加を制約している社会的な障壁

を取り除くための社会的な配慮が一層求められ

ていること、また、障がいのある人もない人も

それぞれが地域における役割を担い、ともに生

きる社会づくりを進めていく必要があることな

どから、身近な地域でともに支え合いながら、

心豊かに生活できる宮崎県づくりを目指し、条

例を制定するものであるとしております。

次に、第２ 目的等についてであります。

まず、１の目的についてであります。

障がい及び障がいのある人に対する県民の理

解を深めるとともに、障がいを理由とする差別

の解消に関し、基本理念を定め、県の責務や県

民及び事業者の役割、障がいを理由とする差別

の解消等に関する施策の基本となる事項等を定

めることにより、共生社会の実現に寄与するこ

とを目的とすることとしております。

２の定義についてであります。

障がいのある人、社会的障壁、障がいを理由

とする差別についての定義を定めているところ

でございます。

12ページをお願いいたします。

３の基本理念についてであります。

全ての県民は、障がいのあるなしにかかわら

ず、等しく基本的人権を享有する個人としての

尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活

を保障される権利を有することなど、共生社会

の実現のための基本的な考え方を基本理念とし

て定めることとしております。

次に、４の県の責務についてであります。

県は、障がい及び障がいのある人に対する県

民の関心と理解を深め、障がいを理由とする差

別の解消を推進するために必要な施策を総合的

かつ計画的に実施することとしております。

次に、５の県と市町村の連携についてであり

ます。

県は、障がいを理由とする差別の解消を推進

するための施策を実施する市町村に対し、情報

の提供や技術的な助言等の必要な支援を行うこ

ととしております。また、県が実施する施策に

対し、市町村に対し協力を求めることができる

こととしております。

13ページをお願いいたします。

６の県民等の役割についてであります。

（１）としまして、県民等の役割として、障

がいに対する理解を深めるとともに、障がいの

ある方が気兼ねなく必要な支援を求めることが

できるような社会環境の実現に寄与していただ

くことや、（２）としまして、障がいのある人み
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ずからが、障がいがあることによる社会的障壁

について、可能な範囲内において伝えていただ

くことを規定しております。

続きまして、第３ 分野別の不利益な取扱い

の禁止についてであります。

７の不利益な取扱いの禁止につきましては、

障害者差別解消法の中で、障がいを理由とする

差別の禁止に関して、総括的に定めているとこ

ろでありますが、障がい者団体からも御要望が

ありましたことなどから、障がいのある人が地

域生活を送る上で身近な分野について個別に禁

止規定を設けるものであります。

まず、福祉サービスの提供における障害を理

由とする不利益な取り扱いについてであります

が、例えば、利用定員が満員で申し込みに応じ

られない場合など、合理的な理由がある場合を

除いて、障がいを理由として、福祉サービスの

提供を拒んだり、制限したり、条件を付すこと

などを禁止するものであります。

次の医療の提供におきましても、合理的な理

由がある場合を除いて、医療の提供を拒んだり、

制限したり、条件を付すことなどを禁止するも

のであります。

14ページをお願いいたします。

商品の販売やサービスの提供においても、障

がいを理由として、商品の販売又はサービスの

提供を拒んだり、制限したり、条件を付したり

することなどを禁止するものであります。

以下同様に、雇用、教育、建築物等の利用、15

ページでありますが、公共交通機関の利用、不

動産取引、情報の提供等におきまして、障がい

を理由とする不利益な取り扱いについて、障が

いを理由として、合理的な理由がある場合を除

き、利用を拒んだり、制限したりすることなど

を禁止する規定を設けるものであります。

続きまして、第４ 社会的障壁の除去のため

の合理的な配慮についてであります。

８の社会的障壁の除去のための合理的な配慮

についてでありますが、障がいのある人にとっ

て、日常生活や社会生活を送る上での障壁となっ

ている社会的障壁の除去について、障がいのあ

る人から配慮を必要としている旨の意思の表明

があった場合において、その実施に伴う負担が

過重とならない範囲で、必要かつ合理的な配慮

をすることについて、障害者差別解消法と同様

の規定を設けるものであります。

次に、第５ 相談体制及び紛争解決の仕組み

についてであります。

障がいのある人に対して、不利益な取り扱い

等の行為がなされた場合における相談体制の整

備や話し合いによる解決の仕組みを定めるもの

であります。

まず、９の相談への対応についてであります。

サービスの提供の場面において、障がいのあ

る人が不利益な取り扱いを受けた場合、（１）に

ございますように、県に対し、障がいを理由と

する差別に関する相談をすることができるもの

とし、（２）にございますように、県は相談を受

けたときは、相談者に対し、必要な助言及び情

報提供を行うほか、相談に係る関係者間の調整

や関係機関への通告等を行うこととしておりま

す。

続きまして、10の相談員の配置についてであ

ります。

県における相談への対応を行うため、相談員

を委嘱することができるものとしております。

次に、11の障がい者差別解消支援協議会につ

いてであります。

（１）は、障害者差別解消法の規定により、

地方公共団体が組織することができるとされて
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いる障害者差別解消支援地域協議会の設置につ

いて定めるものであります。

（２）におきましては、協議会が行う事務を

定めるものであり、障がいを理由とする差別の

解消の推進に関する事項に関し、調査審議する

こと、また、先ほど御説明いたしました相談対

応での解決が図られなかった場合に、協議会が

助言又はあっせんを実施することについて定め

ております。

17ページをお願いいたします。

12の助言又はあっせんの申立てについてであ

りますが、相談への対応で、解決が図られなかっ

た場合に、障がいのある人やその家族等が、知

事に対して助言又はあっせんの申立てを行うこ

とができることとしております。

続きまして、13の助言又はあっせんについて

であります。

（１）は、知事は、助言又はあっせんの申立

てがあった場合は、協議会に対し、助言又はあっ

せんを求めることができることについて定めた

ものであります。

（２）は、協議会が、知事からの求めがあっ

た場合、助言又はあっせんを行うことについて

の規定であります。

14の勧告についてであります。

不利益な取り扱いをしたと認められる関係当

事者が、正当な理由なく、あっせん案を受諾し

ない場合等は、協議会は知事に対し、当該関係

当事者が必要な措置をとるように勧告すること

を求めることができることとするものでありま

す。

18ページをお願いいたします。

15の公表についてであります。

知事が、勧告を行った場合に、正当な理由な

く勧告に従わないときは、その旨を公表するこ

とができることとするものであります。

続きまして、第６ 共生社会の実現に向けた

施策の推進等についてであります。

共生社会実現に向けまして、障がいや障がい

のある人に対する県民の理解を深めるための啓

発について定めるものであります。

16の意識啓発についてでありますが、障がい

及び障がいのある人に関する知識の普及啓発の

ための広報活動や、障がいのある人とない人と

の交流の機会の提供、その他必要な施策を講ず

ることを定めるものであります。

17の教育の推進についてでありますが、小さ

いころからの教育や意識啓発が重要であります

ことから、学校教育や家庭、地域社会での教育

を通じて、障がいや障がいのある人に対する正

しい知識や思いやりの心を育む教育がなされる

よう努めることを定めるものであります。

18の文化芸術活動等の推進についてでありま

すが、障がい者差別の解消や合理的配慮の提供

については、障がいのある人とない人との相互

理解の中において推進されることが望ましいこ

とから、スポーツを含めた文化芸術活動を通じ

た、障がいのある人とない人との交流を通じ、

相互理解が促進されるよう努めることを定める

ものであります。

19ページをお願いいたします。

19の表彰についてでありますが、共生社会の

実現に向けた取り組みの推進に特に顕著な功績

があった者を表彰することにより、その取り組

みを後押しし、各方面からの積極的な取り組み

を促すことを目的として、表彰制度を創設する

ものであります。

20は、財政上の措置についての規定でありま

す。

条例の骨子案についての説明は、以上であり
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ます。

再度、10ページにお戻りをいただきたいと存

じます。

４の今後の取組についてであります。

常任委員会の報告が本日でございまして、今

後、パブリックコメント等を実施した後、２月

定例県議会に議案として提出、御審議をいただ

き、４月からの条例施行を予定しております。

説明は以上であります。

○後藤委員長 ありがとうございました。

以上で執行部の説明が終了いたしました。そ

の他の報告事項３件についての質疑はありませ

んか。

○渡邊福祉保健課長 申しわけございません。

私の説明の中で発言訂正させていただきたいと

存じます。

高齢化率が34.5％になる時期につきまして、

正しくは、平成37年でございましたけれども、

私、平成32年と発言をしてしまいました。おわ

びをして訂正をさせていただきます。

以上でございます。

○中野委員 子どもの貧困対策推進計画につい

てお尋ねします。

いわゆる貧困家庭の子供たちが、進学率が非

常に数字が低い。だから、これを一般の世帯と

変わらないように、引き上げる施策を講じるこ

とは当然のことですから、これはどんどん推し

進めてほしいと思います。

そういうことは前提にして、ちょっとわから

ないところを教えていただきたいと思うんです。

例えば高等学校の進学率、県においては、生活

保護世帯が83.3％ですよね。いわゆる高校に進

学してない人は、逆にいえば16.7％、一般世帯

は２％ですから、かなりの差があるんですけれ

ども。それで、この生活保護世帯であっても83.3

％が進学できる、しておるということです。し

ないところも、一般家庭からするとポイントは

物すごい８倍ぐらい高いですよね。２％、16.7

％ですから。その進学しない16.7％というのは、

どういう差というか、あれがあるんでしょうか。

いわゆる生活保護でも行こうと思えば、進学で

きるということですか、それでも絶対できない

ということなんでしょうか。

○日髙国保・援護課長 生活保護制度において、

平成17年度から高校にも進学できるように扶助

ができるようになりまして、それは生業扶助と

いう形で、高校へ行けるような扶助費が出るよ

うになったところであります。

そういったことで、高校に進学したいという

子供は必ず行けることになっておるんですけれ

ど、実際調査したところでは、そもそも最初か

ら就職したいとか、あと不登校であるとか、実

際調べたところでは不登校の数のほうが多かっ

たわけなんですけれど、それに加えまして、や

はり親子両方とも進学に対する意識が低いん

じゃないかなと感じてるところがございます。

いずれにいたしましても、制度的には、生活

保護世帯の子供については高校には行ける。少

なくとも、経済的理由で行けないということは

ないということで考えているところであります。

○中野委員 説明を聞いて今そういうことがわ

かりましたが、低いということは何を言いたい

わけですか。

○日髙国保・援護課長 やはり一般世帯を目指

して引き上げていくということで、先ほど申し

上げましたとおり、経済的理由以外でなかなか

進学の意欲が湧かないとかいう子供が多いわけ

ですから、ここに書いておりますスクールソー

シャルワーカーと連携してからケースワーカー

が個別に訪問して、不登校の理由とかを十分考
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えながら、こういった子供たちに対してどのよ

うにして意欲を持ってもらえるか。そういった

取り組みをして、この進学率を高めていきたい

と思ってるところです。

○中野委員 それから、最初にこれを聞けばよ

かったんですが、この進学率は、どの時点でど

こが調査したパーセントなんですか。

○日髙国保・援護課長 ちょっとお待ちくださ

い。

○中野委員 高校のときの進学率でいいですか

ら。

○日髙国保・援護課長 全体の進学については、

教育委員会サイドでの調査になるんですけれど、

生活保護世帯については、県で調査しまして国

へ報告してる数字であります。生活保護担当の

ほうで、９市と５つの福祉事務所、生活保護世

帯について調査しまして、国へ報告している数

字でございます。

○中野委員 それは全戸なんですか、抽出なん

ですか。

○日髙国保・援護課長 生活保護については全

世帯です。

○中野委員 それから、高校に入学した人への

調査ですが、進学したいという中学校時点での

調査じゃないわけですか。

○日髙国保・援護課長 ４月１日時点というこ

とでの調査です。

○中野委員 ４月１日って、まだ入学していま

せんよ。入学は10日ごろですよ。

○日髙国保・援護課長 済みません、進学して

からの数字でございます。

○中野委員 それから、施設の子供の進学率

は97.7％で、いわゆる一般が98％だから、わず

か0.3％しか低くないんですよね。この７ページ

の６の数字を見れば、どういうふうに理解すれ

ばいいんですか。

○徳永こども家庭課長 ここに示されておりま

す児童養護施設の全国の数字が97.2％で、宮崎

県は97.7％という、児童養護施設に限っての数

字でございまして、それは全国と宮崎県との差

はそんなにないと、宮崎県のほうが進学率は高

くなっているということでございますけれども、

これが宮崎県の学校基本調査によりますと、一

般家庭、全体の進学率というのは※98.4％になっ

ておりますので、それと比較すると、やや落ち

てるのかなというようなところでございます。

○中野委員 98.4％はどこに載ってましたか。

○徳永こども家庭課長 この資料の中には入っ

ておりません。

○中野委員 資料の説明は、２ページの98％の

数字をもって、我々は質問等もせなしようがな

いんじゃないですかね。それは差があるという

ことですか。子供の進学率の一般世帯98％、今

言われた98.4％の0.4％違う数字は、何かデータ

のとり方がおかしいということですか。

○日髙国保・援護課長 済みません、一般世帯

の子供の進学率が98.0％ということに。

○中野委員 今のは何ページを見られての説明

でしたか。そういうことを質問するつもりはな

かったんだけれど、いわれる数字と書いてある

分が違うから聞いただけのことで。そう騒ぐほ

どのことではない、曖昧な数字は書かんように

してください。それでいいんですよ。要は生活

保護世帯の高校進学率が低い、大学進学率は極

めて低い。これをせめて一般家庭までは押し上

げないかんということでしょう。せめて高校の

場合は。そりゃ、高校に行かない人もおります

から、いろんな関係で。一般世帯のこの２ペー

ジの数字ですれば、98％ぐらいは持っていかな

※51ページに発言訂正あり
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いかんと。今は行けるようになってるけれども、

それは不登校とか親の意識が低いとか、何かそ

う言われましたよね。その辺のことが解決すれ

ば、進学率は上がるわけですか。

今、学校教育は、私立の学校を圧迫するぐら

い、県立がいろんなことをやりますよね。夜間

もあるし、それが都城も延岡にもあって、もち

ろん宮崎にもあって、やろうという気がありさ

えすれば、行ける状況ですよね、県立の学校を

とって見ても。それで、行こうと思えば行ける

んですけれど、現実は、さっきは不登校とか親

の意識と言われたが、生活保護の人も行けるよ

うには政策はされてるわけでしょう、ことしか

らやったかな。それでも16.7％低いということ

ですから、これをこの表でいけば、98％まで引

き上げるのは、これは教育委員会の責任なんで

すか、福祉保健部の責任ですか。そして、親を

説得させる、子供も不登校の問題もありますが、

何とかさせるというのは、どこが主管してやれ

ばいいわけですか。

○日髙国保・援護課長 この問題は、やはり委

員が御指摘のとおりでございますけれど、福祉

保健部だけで対応できる問題とは考えておりま

せん。あくまでも教育委員会と連携して、ここ

に目標を上げておりますけれど、スクールソー

シャルワーカーという制度がありますんで、事

案の解消率というのを高めるように目標を掲げ

ておりますが、生活保護のケースワーカーとこ

の教育委員会サイドのスクールソーシャルワー

カーが連携して取り組んでから、そうした不登

校児童とか学校に行ってもらうような、そういっ

たところで進めていきたいと考えているところ

です。

○中野委員 スクールソーシャルワーカー云々

と言われましたが、本年度中にその人たちの働

きかけというか、そういうのは細かなきちんと、

来年高校に進学する子供たちに対して、どのく

らいの働きかけをされてるわけですか。もう去

年から認識も深まったと思うんですが、来年は

必ずこの数値が、この数字がかなり改善する方

向にあると、我々は理解しとけばいいですか。

○日髙国保・援護課長 今の段階でその数字が

どれくらい上がるかというのは、ちょっと何と

も言えないところなんですけれど、まさにこの

数値目標を設定する段階で、教育委員会の担当

課と十分話をしまして、こういう目標設定をし

て一緒に取り組んでいきましょうという話をし

たところでございます。これから具体的な取り

組みを進めていきたいと思います。

○中野委員 志望校の締め切りが、恐らく学校

ごとに出してあると思うんですが、もう間に合

わんじゃないですか。

○日髙国保・援護課長 その短い期間でなかな

か効果が出ると思っていないんですけれど、31

年度までには、ここに掲げてありますように93.0

％を目指すということにしております。実際の

ところ、不登校の生徒に学校に行ってもらうと

いうのが、なかなか簡単にはいかないんではな

いかと思ってるんですけれど、そこはその教育

委員会側と連携して取り組んでいきたいと思っ

ております。

○中野委員 不登校、不登校って言われるけれ

ど、不登校は一般家庭にもおるはずよな。生活

保護世帯のほうがかなり多いんですか、不登校

の家庭というのは。

○日髙国保・援護課長 直近の数字でいいます

と……。しばらくお待ちください。ことし進学

した子供たちの数字を拾ってみたんですけれど、

３月に卒業した中学生が県全体で150名いるんで

すけれど、そのうち進学した者が135名で進学率
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は90％になるんですが、進学、就職してない子

供が15名。そのうち４名が就職はしたんですけ

れど、進学も就職もしてない者が11名で、その

理由として、不登校とかひきこもりというの

が、11名の中で９名ということになってますん

で、これは毎年調べてるわけではないんですけ

れど、直近ではやはり不登校、ひきこもりとい

うのが多いという状況でございます。

○中野委員 進学しない11名が、生活保護世帯

の高校進学83.3％、行かない人が16.7％です

が、16.7％の占める割合が高いんですか。16.7

％を100にした場合のウエートは、今不登校の人

はどのくらい占めてるんですか。

○日髙国保・援護課長 済みません、目標で上

げている時点とは違って、26年度の現状が83.3

％なんですけれど、27年、本年度進学した子供

たちについては、これよりも新しい数字で進学

率が上がっとるんですけれど、この中でも今言

いましたように、進学も就職もしてない者11名

のうち９名が不登校、ひきこもりという状況で

ございます。26年度の分については、申しわけ

ありませんが、まだ内訳は持っていないところ

です。

○中野委員 パーセントばっかりで書いてある

から、実数がどうかというデータのほうが、我

々は理解しやすいと思いますが。数字の少ない

もので、10人おってそのうち１人がといえば10

％ですからね。だから、そういう実数でも報告

をしてもらうようにすると、その実態がより明

らかになるんじゃないかなと、こう思います。

要は、いわゆる生活保護世帯であっても、高

校進学ができるようになっておるし、現実的に

は83.3％の子供たちは進学しているわけですの

で、そのあたりの行かない16.7％のそういう親

の意識の問題もあるし、不登校の子供たち、こ

れが大変だと言ってるのは福祉保健部だから、

教育委員会と本当に協議をして、両方でやっぱ

りそこの親を説得したり、いかにして上げるか

ということのこの推進計画だろうと思いますの

で、貧困対策だろうと思いますので。その努力

はお互いがどこかですればいいじゃなくて、う

まく連携をとって、一人一人にきめ細かく、親

を含めてその家庭を指導していくということを

して、来年度は急に上がったというぐらいにし

てほしいと思うんです。不登校の問題は一般家

庭も含めてあると思いますから、そこはまた教

育委員会もいろいろしなきゃならないことだと

思うんですよ。

それと、全国からすると、生活保護世帯の中

退者が２％近く高いですよね。この6.8％が何名

になるのかわかりませんが、この生活保護世帯

での中退率6.8％は、一般の子供の中退率からす

ると、大分開きがあるんでしょうか。毎年高校

の中退者というのは、大規模校に匹敵するぐら

いの何百人という人が中退してるというのを、

前教育委員会から聞いたことがあるんです。大

宮高校ぐらいの人数が毎年中退してるんじゃな

いかなと思うんですが。6.8％が高いのか低いの

か。もちろん全国での比較では1.9％高いですか

ら。それで一般家庭の中退率は幾らかを教えて

ください。

○日髙国保・援護課長 資料の10ページの数値

目標のところに記載しております高校中退率は

２つ目の欄ですけれど、宮崎県が6.8％に対しま

して、この一般世帯が1.6％ということになって

おります。

○中野委員 ここに書いてあるな。その理由と

かは調べてあるんですか。

○日髙国保・援護課長 昨年の８月に個別に調

査したところがあるんですけれど、これでいき
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ますと、中退理由というのが一番多いのがやは

り不登校、それから単位不足であるとか留年で

あるとか、そういったところになってます。た

だ、数は生活保護世帯でも数は多くはないんで

すけれど、※25年度が中退が４名、24年度が５名

ということになってまして、理由は、今申し上

げたとおりです。

○中野委員 その数字がパーセントでは6.8％に

なるということですね。要は中退率も、一般か

らするとかなり高いようですから、そのことも

含めて、行けるようには県もいろいろ施策を講

じておられるわけですんで、進学できるように、

また中退しないように、きめ細かな御指導をよ

ろしくお願いしときたいと思います。

○後藤委員長 ここで、休憩をとりたいと思い

ます。暫時休憩したいと思いますが、休憩は３

時まででいいですか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

暫時休憩いたします。

午後２時54分休憩

午後３時０分再開

○後藤委員長 委員会を再開いたします。

休憩前に引き続き、質疑はありませんか。

○岩切副委員長 子供の貧困の問題の計画につ

いてなんですが、たまたま指標がとれるのは生

活保護世帯ということになろうかと思います。

ひとり親世帯の子供たちだとか、いわゆる相対

的な貧困に対応して教育の支援だとかが行われ

ていく展開だと思います。そういった中で、生

活保護世帯はとりわけ具体的数があって、結果

が見えるということで指標化されるのだろうと

思うんですけれども。

この教育の支援というところが13ページなど

にあるんですけれども、今具体的に幾つかの自

治体などで努力されているような学習支援、そ

ういったものがどれに該当するのか、読み通し

てるんですけれども少しわかりにくいなという

思いがあるんですが、実際にできていくときに

は、そういう今の貧困対策のさまざまな事業を

具体的に列記されていくような形になるのかと

いうのが一点です。

続けて御質問させていただきますけれども、

スクールソーシャルワーカーは現状10名という

報告がなされているんですが、これの中で、こ

の事案に対応して解消した率と、取り上げてやっ

ているところの把握が非常に難しいのではない

かなという思いがあるんですけれども、そのあ

たりのスクールソーシャルワーカー自身がこう

いう貧困世帯に対応しました、結果こうなりま

したというような捉え方が可能なのかどうかが

２点目です。その２点をお聞かせいただけます

でしょうか。

○日髙国保・援護課長 スクールソーシャルワ

ーカーのほうから先に回答させていただきます

が、事案の解消については、教育事務所が取り

まとめをしているということになっております。

はっきり把握してない部分はあるんですけれど、

ただ、統計では、支援した内容としまして、例

えば上位の３つとして、不登校の問題とか、家

庭環境の問題とか、発達障がいの問題とか、そ

ういったことは統計としては出てるんですけれ

ども、貧困家庭かそうでないかとかについては

特に統計上の数字は把握はされてないところで

す。

今申し上げました事案の解消については、あ

くまでもトータルなものとしてのパーセンテー

ジになってるんですけれど、いずれにしまして

も、その事案の解消率というのが、教育委員会

※51ページに発言訂正あり
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の発表したところでは、26年度が34.4％となっ

てますんで、これを50％にしていく中で、貧困

家庭も含めた対応をしていくということで考え

てるということでございます。

済みません、ちょっとお待ちください。いわ

ゆる学習支援等につきましては、資料の４が案

になっておるんですけれど、ここに書いてある

ところでの整理としているところです。個々具

体的な事業については、計画の中では入れなく

て、別に資料として私たちのほうが持っておく

ということで考えてるところです。

ただ、今後の計画の推進に当たって見直しと

いうところも出てきますんで、必要に応じてま

た新たなものも入ってくると考えているところ

です。

現在のところで、学習支援というものについ

ては……。計画案の34ページをごらんいただき

たいんですけれど、地域による学習支援という

ことで２つ掲げておりますが、地域全体で子供

の一日を通した教育活動を支えるため、地域住

民とのボランティアによる学習支援活動を推進

するとか、居場所づくりをするということで記

載しておるところでございます。済みません、

これは概要版でも13ページの３つ目のところに

書いております。

○岩切副委員長 19項目の指標については改善

することを目標とすると。さらに、４項目につ

いては、具体的数値目標を設定するという組み

立てになっておられるんですが、このソーシャ

ルワーカーは議会の中でも配置数に対して疑問

が呈されたところなんですね。配置数について

は目標とされずに、事案の解消率というものが

出ておりまして、詳しく読むと、結果的には生

活保護世帯の高校進学率の改善というような①

の項目の改善に当たってはと書きながらも、結

果的にはソーシャルワーカーが対応したさまざ

まな問題の解決に対して、それを果たされた率、

事案解消率を50％にするんだと読み取るべきな

のかと、ちょっと感じるんですが、そのように

考えてよろしいですか。

○日髙国保・援護課長 済みません、御質問が

理解できないところがちょっとあったんですけ

れど、スクールソーシャルワーカーというのが、

要するに貧困家庭にかかわらず、子供のさまざ

まな問題を抱えているということでございます。

スクールソーシャルワーカーの数は予算の関係

もありますんで、なかなかふやすことはできな

いということでありまして、できないといいま

すか、この目標に掲げることは難しいというこ

とだったんですが、教育委員会とここは協議を

重ねた結果、事案解消については、とにかく早

い時期に問題解決に取り組んで解決していこう

というスタンスで、そういった意味で貧困家庭

だけじゃないんですけれど、貧困家庭について

は先ほど申し上げましたような、やはり不登校

とかが多いということですので、連携して取り

組んでいくことによって、この目標が達成でき

ると考えてるところでございます。

○岩切副委員長 スクールソーシャルワーカー

の配置なり仕事の実態は、メディアでも取り上

げられたような状況でございまして、とりわけ

教育支援においては大きな要素になろうかと思

います。県の計画ですので、教育委員会ともい

ま一度御議論いただいて、また予算も絡むこと

だということであれば、県全体でそのスクール

ソーシャルワーカーというものをどう目標値を

定めて配置していくのか、御議論は進めていた

だきたいと思うんですが。

そのこととは別にここの書き方、目標とする

ものなんですけれども、①の項目の改善に当たっ
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てはとありますが、生活保護世帯の子供の高校

進学率を向上させるために、スクールソーシャ

ルワーカーの数値目標が事案解消率50％と読み

取るべきなんでしょうか。それとも、スクール

ソーシャルワーカーが抱える全ての事案に対し

て50％は解決しましょうというような意味なん

でしょうか。

○日髙国保・援護課長 失礼しました。ここで

掲げているのは、あくまでも当該年度に対応し

た事案解消率ということですので、全ての事案

について50％解消しますという目標でございま

す。

○岩切副委員長 そうしますと、これ①の項目

の改善に当たってはという部分が生活保護世帯

の子供の高校進学率というふうに指し示すと思

うんですが、私の読み取り方がおかしいのかも

しれませんけれども、私はそのとおり受け取っ

たんですね。単純に①の項目の改善に当たって

はという部分は、表現的に不要なのかなと今の

答弁からは感じました。御検討いただければ十

分です。

あと、地域福祉計画についてお尋ねしてよろ

しいですか。単純な質問で申しわけないんです

が、地域福祉コーディネーターというものの目

標が掲げられているんですけれども、これはよ

く言われるコミュニティソーシャルワーカーと

同一の概念なのか、それとも、別に地域福祉コ

ーディネーターというものを養成をしていくと。

社協等に置かれてるコミュニティソーシャルワ

ーカーとは別途配置されると理解してよろしい

でしょうか。

○渡邊福祉保健課長 資料１の18ページでござ

います。18ページの一番下に注意書きを書いて

おりますけれども、地域福祉コーディネーター

といたしまして、さまざまな福祉施策やサービ

ス、また福祉活動を行っているＮＰＯ、ボラン

ティア等の情報など地域の福祉課題を解決する

ために利用できる多くの手段、情報等に精通し

た人材ということで、具体的には各市町村の社

協ですとか、さまざまな福祉の施設で働いてい

らっしゃる方、今現在500名程度いらっしゃるん

ですけれども、そういった方々でございます。

ということで、先ほど副委員長がおっしゃられ

たものと概念的には異なるものでございます。

○岩切副委員長 異なるとした場合に、コミュ

ニティソーシャルワーカーの位置づけはどのよ

うになっていくんでしょうか。地域福祉におい

て大きな役割を果たすと理解しておったんです

けれども。全く別個であった場合には、この中

にはコミュニティソーシャルワーカーの位置づ

けはないとなるんですけれども、そのあたりは

どういうお考えでしょうか。

○渡邊福祉保健課長 コミュニティソーシャル

ワーカーも含めまして、地域福祉を推進するに

当たりましては、当然ながら一般の住民の方を

中心にして、それに民生委員の方ですとか、こ

こにあります福祉コーディネーター、そしてコ

ミュニティソーシャルワーカー、そういったさ

まざまな分野で活動していらっしゃる、全ての

方がこの地域福祉の主体となると、そういう位

置づけをしておりますので、委員のおっしゃら

れましたコミュニティソーシャルワーカーも含

めての地域福祉の推進と考えております。

○岩切副委員長 全国的にはコミュニティソー

シャルワーカー、イコール地域福祉コーディネ

ーターだとする場所と別だとする場所がありま

して、宮崎では別だということで。別だとした

場合に、宮崎的にコミュニティソーシャルワー

カーはどういう任務だというようなものが、ど

こかではっきりしておかないといけないかなと
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感じましたので、また最終的な目標の中で御議

論いただければ結構だと思っております。

続けて申しわけありません。今議会で災害時

の要援護者名簿の作成について、危機管理局か

ら御回答もいただいたところなんですけれども、

この改定に当たっては、災害時の支援体制の充

実ということで、９市町村が強化してほしい取

り組みとして11ページの（２）に掲げていらっ

しゃいます。それが概要の中でそんなに大きく

は変わってないように思うんですけれども、災

害時要援護者名簿の作成は、極めて地域福祉的

に大きな意味合いを持っている作業で、大変苦

労しながら今やっているんですけれども、資料

１の27ページあたりでは特に記載がないもんで

すから、位置づけはどのようになっているかお

聞かせください。

○渡邊福祉保健課長 今副委員長がおっしゃら

れました観点、非常に重要なことだと考えてお

ります。我々、今計画づくりをしておりますけ

れども、その中で民生委員の方も代表でいろん

な意見をいただいているんですが、そういう中

にあっても、各市町村によって、いろんな要援

護者に関する資料の出し方の濃淡があると。た

くさん出すところもあれば、薄い情報しかもら

えないところもあると。そのあたりのところを

県からも必要なものについては出してくれるよ

うに要望してくれといったことも言われており

ます。そういったことを踏まえて、27ページの

③災害時の支援体制の充実ですけれども、この

一番上の宮崎県地域防災計画に基づき、市町村

や関係機関と連携し、平常時からの高齢者等の

災害時における要配慮者の避難支援体制の整備

に努めますと、こういう中で幅広く記載をさせ

ていただいたところでございます。

そういう中で、この問題は非常に大きな問題

として私ども受けとめておりますので、市町村

と連携を図ってまいりたいと考えております。

○岩切副委員長 済みません、最後にします。

今の話題の災害時要援護者名簿は、この５カ年

中に義務化されたといいますか、努力義務から

やりなさいということになった。それで今一生

懸命つくってらっしゃる。つくろうとすると、

多種多様な要援護者がいて、さらには、そこに

支援者を張りつけなければならないと。まさに

支援を要する方がいて、それを支える方がいて

という構図をしっかりつくっていきましょうと

いうことで、大変苦労なさってらっしゃるんで

すね。それに要援護者となることも拒否される

方もいらっしゃる。今複雑なことの中で、主に

この地域福祉を担う部隊が、それで苦労されて

いらっしゃると思うんです。それなのに、今後

の５年間の中での位置づけが、ちょっと小さい

かなと感じましたので、これからの議論の中に

また入れ込んでいただければありがたいです。

以上です。ありがとうございました。

○日髙国保・援護課長 済みません、ちょっと

数字について御説明不足でしたので、先ほどの

中野委員からの御質問で、高校中退者の数を

私、25年、24年の数を申し上げたんですけれど、

これは郡部だけの数字でございまして、市部に

ついては調査してないということで、県全体の

状況ではないということをつけ加えておきたい

と思います。

あともう一点、高校進学率で98.0％と98.4％

という数字が出たんですけれど、平成26年が98

％、平成25年が98.4％という数字になっており

ますんで、つけ加えて御説明いたします。

以上でございます。

○後藤委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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○後藤委員長 それでは、以上をもちまして、

その他の報告についての質疑を終了いたします。

その他で何かありませんか。

○井上委員 今回、新聞等で画期的なニュース

だったものですから、それで一つお尋ねさせて

いただきますが、都城市の15歳未満の男児のこ

とで、御両親が臓器移植の提供に踏み切られた

ということで、大変敬意を表するというか、本

当お気持ちを考えると……。この問題について、

今の現状を。今回は臓器を全国５病院に運ばれ

たんですね。このうち腎臓は県立宮崎病院に搬

送され、腎臓病患者の移植が行われたとなって

ますが、宮崎県内の現状を少し教えていただき

たいと思っているんですが。

今現在で、県内の臓器移植希望者数は大体ど

のくらいあるものなんでしょうか。

○木内健康増進課長 県内の臓器移植可能な臓

器として腎臓がございます。現在、臓器移植希

望登録件数は58人ということになっております。

○井上委員 新聞に書かれてるとおりですね。

○木内健康増進課長 腎臓の待機者の件数です。

○井上委員 新聞で見ると、そう書いてあるわ

けですけれども、腎臓だけでいえば58人が希望

して今も待っていらっしゃる状況にあると思い

ますが。実際、例えば心臓移植も含めてそうで

すけれども、今まで宮崎県内でもそういう例が

あったときには、民間の皆さんが物すごくカン

パ、寄附をしたりして、本当に大変な思いをし

て、そして命をつないでいくということをされ

たりしているわけですけれども。宮崎県の行政

として、全般的に移植対策ということについて

は何か特別にお考えになっていることがあるの

でしょうか。

○木内健康増進課長 臓器移植につきましては、

数年前に臓器移植法の改正もありまして、日本

全体として、これを待たれてる方へ臓器提供の

意思というものがつながっていくように取り組

まれておるわけですけれども、全国的にもその

待機者の数に対して非常に移植の件数が少ない

状況にあります。

それで宮崎県内におきましては、９月の常任

委員会に御報告もさせていただいたところです

けれども、宮崎県移植推進財団─これは平成

４年来、県も出資をしまして設立をしておりま

して─こちらの財団におきまして移植の推進

ということで、県民の皆さんへの普及啓発であ

るとか、医療機関における体制の整備等を取り

組んでまいったところでございます。

○井上委員 これは丁寧に進めて。誰かの死を

待つということとかっていう感覚がしないでも

ないんですけれども。そうは言いつつも命をつ

なぐことができるとするなら、それについてやっ

ぱり私どもも取り組んでいかなければいけない

のではないかという思いもしますので、ぜひ丁

寧な情報提供も私たちにもしていただいて、そ

して今回のようなことを、５名の方が助かった

ということ、命をつないだということについて

は、それを重く受けとめていけるといいなと思っ

ています。

それと、続けてですが、厚生労働省の健康局

の組織再編がことしの10月１日に行われて、そ

の中で厚生労働省の中では難病対策課というの

をつくられたわけですけれど、宮崎県内の我が

行政のところでは、そういうことについてまで

は考えておられないのかもしれませんが、健康

増進課の中では、この難病対策関係については

一つのセクションを設けるとか、そういうお考

えはないのかどうか、そこをお聞かせください。

○木内健康増進課長 御指摘の厚生労働省の組

織再編でございますけれども、健康局の中に難
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病対策課という課を、疾病対策課から分ける形

で設立をしたと聞いております。

そもそも厚生労働省の中でも制度を所管する

局、医政局であるとか、健康保険であれば保険

局、介護であれば老健局、それから障がい対応

であれば障害保健福祉部というような形で制度

の所管部局がある一方、制度を横断的に疾病に

着目した、あるいは健康づくりという観点で所

管する健康局がありまして、その中で今回難病

対策課という形で課ができたものと認識をして

おります。

宮崎県の組織体制につきましては、委員御案

内のとおり、健康増進課におきまして、疾病対

策というようなものを幅広く所管をしておりま

して、感染症対策であるとか、がん対策、健康

づくり、そして疾病対策ということも対応して

おります。

その中で難病対策あるいは小児慢性特定疾患

の対応あるいはハンセン病であるとか、そういっ

たところにつきましては、疾病対策担当のほう

で対応させていただいている状況でございます。

○井上委員 感染症も含めてそうですけれども、

なくなるということがなかなかないし、私たち

はその危険性も含めてですけれども、十分に受

けとめていかなければいけないのではないかと

思うので、十分な対策がとれるように要望して

おきたいと思います。ありがとうございました。

○前屋敷委員 私は、子宮頸がんワクチンの問

題でお伺いしたいんですけれど、厚労省が先月

２日に全国の担当者の皆さん方に説明会を開い

て、子宮頸がんワクチン接種後にいろいろ今県

内でも被害が出てるという状況もあるんですけ

れど、そういう方々の話を聞く、相談に乗る、

そういう窓口を各県で設置をするということで

の話があったかと思うんです。

聞いてみますと、教育部門それから衛生部局

ですか、そこにそれぞれ窓口が必要だというこ

とで、衛生部局のところが最初の窓口、総合の

窓口になるということの話もあったと聞いてる

んですけれど。県としてはまだ１カ月前の話で

すから、これからの取り組みになろうかと思う

んですけれど、現段階でわかってることがあれ

ば、今後の方向も含めて聞かせてください。

○片平感染症対策室長 ただいま委員がおっ

しゃったとおり、本県にもスポーツ振興課と感

染症対策室に子宮頸がんワクチン接種後の症状

が生じた方に対する相談窓口を置いております。

なぜ、スポーツ振興課に置く必要があったの

かといいますと、厚生労働省のほうで子宮頸が

んワクチン後の相談を受けている中で、非常に

教育的な相談が多かったと。高校生になってお

られる方々が、学校での例えば車椅子を使える

ような環境が欲しいとか、単位がとれないとか、

休まないといけないとか、親身に教育相談に乗っ

ていただけないとか、そういった相談が多かっ

たということで、文科省と厚労省とが協力をし

て、やはりそういったところに相談窓口を置く

必要があるということで、教育部門と衛生部門

に置くということに決まったということです。

私どものほうが総合窓口になりまして、そも

そもこの予防接種自体は市町村が窓口ですので、

従来どおり市町村が相談を受けたものに対して、

市町村は従来もこれからも受けるんですけれど

も、市町村の領域では外れたようなところ、例

えば県立高校でしたら、市町村は小中学校とい

うところで終わりますので、高校生あるいは短

大、大学そういったところで教育の窓口になる

スポーツ振興課にお願いしたいと。私どもがま

ず相談を受けましたら、教育部門のところでは

スポーツ振興課におつなぎし、健康上のことで
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ありましたら、特に宮崎大学医学部がそういっ

た医療の相談機関になっておりますので、医療

については、宮崎大学医学部の産婦人科を通し

て相談に乗っていただくことになっております。

11月16日に国が一斉に47都道府県の窓口を紹

介しましたので、私どももそれにあわせて県内

でプレスリリースさせていただいたところであ

ります。

11月16日に相談の窓口ですということを御披

露いたしました後に、今のところ１件だけ相談

があっております。それはまだその教育に関す

ることではなくて、相談しようかどうか迷って

るところなんだけれどという御相談でありまし

た。

これからお互いに情報交換しながら必要な支

援をしていきましょうということと、場合によっ

ては市町村にフィードバックすることもあると

思いますので、必要なところが連絡をとりなが

らやっていきたいと考えております。

以上です。

○前屋敷委員 ありがとうございました。私も

実際、高校生のお嬢さんを持たれる親御さんか

らお話も聞かせてもらった経過もあったもんで

すから、まだその時点ではなかなか県としての

対応も十分でなかったような状況で、全国的に

そういう課題が広がってるということもあって、

窓口ができたことは大変いいことだと思います。

ですから周知徹底といいますか、窓口がちゃん

とあると、相談に乗って、今後どう対策を打つ

かというところも相談できる点では、広く学校

サイドも通して周知徹底に努めていただいて、

それから対応していただきたいと思いますので

お願いします。

○片平感染症対策室長 今、委員が言われたと

おり、スポーツ振興課を通しまして、各学校へ

の相談窓口の設置の御案内とか、あと私立の学

校とか国公立の学校とか、そういったところに

も文書で御案内させていただきました。

また、私どものホームページにも御案内させ

ていただきましたし、市町村にもそういったリ

ーフレット類を置かせていただきまして、悩ん

でる保護者の皆様、それから被害に遭っておら

れる方々への周知をお願いしたところです。

○中野委員 地域福祉支援計画の中に出てくる

かなと思ったら、出てきませんでしたから、見

落としかもしれません。ちょっとお聞きしたい

と思うんですが。

午前中の病院局で、日本の医療費が５年前の

データで37兆4,200億円、今はもう40兆円になっ

てるんじゃないかなと。そして、そのうち65歳

以上が55.4％、75歳以上であれば33.3％になっ

てると。いわゆる高齢者の医療費が非常にウエ

ートが大きいわけですね。人口の割合からする

と、かなり大きいんだと思うんですが。

それで、宮崎県は平均寿命も都道府県の中で

は非常に高い位置にありますよね。健康寿命等

も高い位置にあるんですけれども、それを日本

一を目指そうという、知事の公約だったのかど

うかわかりませんが、何か計画がここで出まし

たよね。あれの具体的な来年度以降の取り組み

は、２月じゃ、もう予算云々になりますから、

今聞いとかないかんと思いますが、具体的には

どういうことをされようとされているんですか。

○木内健康増進課長 宮崎県の健康長寿社会づ

くりにつきましては、６月の補正予算の際に関

連の予算について御報告をしたところでござい

ます。その後、８月24日に宮崎県健康長寿社会

づくり推進会議と銘打ちまして、県内の事業者

関係であるとか、市町村それから教育福祉、健

康医療、さまざまな団体の皆様にお集まりをい
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ただきまして、この健康寿命で日本一を目指す

ということで、その方針の確認をさせていただ

いたところです。

具体的に県としましても、そもそも予算の審

議の際に御報告していましたとおり、事業を進

めていきますけれども、各団体あるいは県民の

皆様一人一人にその取り組みをみずから行って

いただく必要があると考えております。個別に

も、例えば野菜をとりましょうであるとか、運

動をしましょうとか、そういう取り組みも、こ

れまで普及啓発等をさせていただいたところで

すけれども、今後、その健康寿命日本一を目指

しましょうということも含めて、そういう全体

的なＰＲも進めていきたいと考えております。

あとまた、推進会議あるいは賛同団体という

さまざまな団体を募っておりますけれども、こ

れらの団体の取り組みもまとめさせていただい

て、各団体と一緒になってこの取り組みを進め

ていきたいと考えております。具体的な予算等

につきましては、また固まりましたら御報告さ

せていただきたいと思っております。

○中野委員 この健康寿命というのは、限りな

く平均寿命に近ければ近いほどいいわけですよ

ね。その分だけ健康な高齢者ということだから、

医療費も抑えられるというか、それで済むわけ

ですよね。これを非常に一生懸命取り組んでも

らわないかんということで言われた取り組みだ

と思うんですが、各団体とか、こう言われまし

た。そしてまた、県のいろんな部局等の横断的

なことも取り組んでいかないと、本当に日本一

を目指そうということの達成が難しいんじゃな

いかなと思うんですよ。

それで、いわゆる主管部というのは、今説明

されたんですから、この福祉保健部なんですが。

ここがほかの予算をどのくらい持ってらっしゃ

るのかわかりませんが、来年度どのくらい組ま

れるかわかりませんが、関係部局にも、ここか

らかなり支援というか、関連事業ということで

やっていかないと、健康寿命を日本一にという

のは、今でも高い位置にいるんだけれども、日

本一ならかなり難しいですからね。日本一を本

当に目指せるのかなという気がしてならんとで

すよ。具体的には健康な高齢者をつくるために、

高齢者がいろんな活動をされてることに、どん

どん福祉の部門であるいは他の部局で支援して

いく政策をしないといかんと思うんですよ。

例を言えば、今グラウンドゴルフが非常に熱

が上がってるんだそうです。ところが、私がス

ポーツ振興課か何かあそこに聞いてみたら、県

のグラウンド・ゴルフ協会に体育協会がついて

組織割合で10万円。そして何か競技をすれば、

競技の役員と関係者の人数に合わせて７万円出

していると。そのくらいでやってるわけですよ。

それはスポーツ全体にまつわる話ですから、急

に上げられないと思うんですけれども。高齢者

に手ごろなスポーツですから、そういうことも

皆さん方の福祉保健部からも支えて、満足はい

かなくても、ある程度そういうスポーツがもっ

ともっとみんなに親しまれるように政策をされ

たらどうかなと思うんです。そのことが一歩で

も健康寿命を延ばすことにならせんかなと思う

んです。具体例をグラウンドゴルフで言いまし

たけれども、ぜひそのあたりも２月の来年度予

算の審議のときには、明らかに数字が出てくる

ような、そしてまたそういう施策が講じられる

というのが出てきて、堂々と我々の前で説明し

ていただくような政策を出していただきたいと、

こう思っております。

○後藤委員長 要望でいいですね、要望で。

○中野委員 いや、答弁も。
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○松田長寿介護課長 今、委員がおっしゃいま

したスポーツを通じて健康づくりとか生きがい

づくり、健康長寿のために非常に重要だと考え

ております。そういったためにも、私ども、ね

んりんピックを初めとする活躍の場をつくった

り、支援をしたり、あるいは日ごろから運動に

親しんでいただくための取り組み等を今後進め

ていきたいと考えております。

○木内健康増進課長 今御指摘もありましたと

おり、福祉保健部だけでなく、さまざまな部局

の中でも取り組めることがあると思っておりま

して、これも知事のもとに推進本部会議という

形で庁内の関係部局で協議をする会議も設けて

おりますので、他部局の施策も把握をしまして、

一体的に進めていきたいと考えております。

○後藤委員長 ほかにありませんか。ないです

ね。その他の質疑を終了いたします。

続きまして、請願の審査に移ります。

まず、請願第４号は、年金制度に関する請願

でありますが、年金制度につきましては、県執

行部は所管しておりませんので、執行部の説明

は省略いたします。

続きまして、請願第５―１号について、執行

部からの説明はありますか。

○渡邊福祉保健課長 特に説明はございません。

○後藤委員長 それでは、委員からの質疑はあ

りませんか。

○井上委員 ちょっと聞かせていただきたいん

ですけれど、介護福祉士等修学資金貸付制度の

宮崎県の対応は、今どういうふうな現状になっ

てるんですか。

○渡邊福祉保健課長 概要について御説明をさ

せていただきたいと思います。

この介護福祉士等修学資金貸付でございます

けれども、平成21年度にスタートした制度でご

ざいます。介護福祉士及び社会福祉士を目指し

まして、県内の養成施設に就学する方で、将来、

県内の社会福祉施設で介護等の業務に従事する

意思のある方を対象としているものであります。

修学資金は月５万円、そのほかに入学資金、

そして就職準備金としてそれぞれ20万円を、こ

れは無利子で貸し付ける、そういう制度になっ

ております。その上で、卒業後１年以内に県内

施設に就職をしまして、５年間勤務した場合に

は返還が免除されると、そういう制度になって

おります。

○井上委員 県からの支出は全くないというこ

とじゃないでしょう。

○渡邊福祉保健課長 貸し付けの原資につきま

しては、国が４分の３、そして県が４分の１と

いうことになっております。

○井上委員 今現在、どのくらい出してるんで

すか。

○渡邊福祉保健課長 これは平成21年度に制度

としてはスタートしておりまして、その１年前

に貸し付けの原資をつくったところなんですけ

れども、そのときには３億7,400万の、これは全

額、国10分の10でございました。それを県の社

会福祉協議会のほうに補助をすると、そういっ

た形で制度がスタートしたところであります。

その後、平成24年度に１億8,000万ほど増額が

行われたんですけれども、このときから国10分

の10ではなくて、県が４分の１負担をするとい

うことになってきております。そういうことか

らいたしますと、平成24年度の１億8,000万のう

ちの４分の１ですので、4,000万程度を県が負担

している状況でございます。

○井上委員 ありがとうございました。

○後藤委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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○後藤委員長 それでは、以上をもちまして福

祉保健部を終了いたします。執行部の皆様、お

疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時42分休憩

午後３時58分再開

○後藤委員長 委員会を再開いたします。

採決についてですが、委員会日程の最終日に

行うことになっておりますので、あした４日に

行いたいと思います。

再開時刻は午後１時30分としたいのですが、

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤委員長 それでは、以上をもちまして本

日の委員会を終わります。

午後３時58分散会



- 58 -

平成27年12月４日（金曜日）

午後１時28分再開

出席委員（８人）

委 員 長 後 藤 哲 朗

副 委 員 長 岩 切 達 哉

委 員 中 野 一 則

委 員 宮 原 義 久

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 井 上 紀代子

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

政策調査課主査 大 峯 康 則

議事課主任主事 原 田 一 徳

○後藤委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に、

各議案につきまして賛否も含め御意見があれば

お願いしたいと思います。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤委員長 それでは、ないようですので、

議案の採決を行います。

議案につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○後藤委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第１号、第９号及び第11号につきまして

は、原案のとおり可決することに御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号、第９号及び第11号につ

きましては、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

続きまして、請願の採決を行います。

まず、請願第４号「「年金削減の中止を求める

意見書」の採択を求める請願」でありますが、

この請願の取り扱いも含め、御意見があればお

願いしたいと思います。

○前屋敷委員 きのう、終わった後の論議の中

で、今度この年金の減額になる対象範囲のこと

で意見が出されたんですけれど、年金受給者は

総じてこの年金引き下げの対象になるというこ

とで、国民健康保険の受給者も、このスライド

制でいくと、全て0.9％、30年間ずっと引き下げ

と。そういうことになるので、とりわけ定額年

金５万円、６万円で生活する皆さんにとっては、

より負担がふえるという中身だということを、

私も帰って調べました結果がそういうことであ

りましたので、発言しときたいと思います。

○後藤委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤委員長 それでは、この際、請願を採決

することでよろしいですか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤委員長 それでは、請願第４号の賛否を

お諮りいたします。

請願第４号について、採択すべきものとする

ことに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○後藤委員長 挙手少数。よって、請願第４号

は不採択とすることに決定いたしました。

続きまして、請願第５―１号「介護福祉士等

修学資金貸付制度の強化並びに介護福祉士養成

平成27年12月４日(金)
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に係る離職者訓練（委託訓練）制度の定員数の

拡大を求める意見書の提出に関する請願」であ

ります。この請願の取り扱いも含め御意見をお

願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後１時31分休憩

午後１時44分再開

○後藤委員長 委員会を再開いたします。

それでは、お諮りいたします。

請願第５―１号を継続審査とすることに賛成

の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○後藤委員長 挙手全員。よって、請願第５―

１号は継続審査とすることに決定いたしました。

暫時休憩いたします。

午後１時45分休憩

午後１時48分再開

○後藤委員長 委員会を再開いたします。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。委員長報告の項目及び内容について、御

意見があればお願いしたいと思います。

暫時休憩いたします。

午後１時48分休憩

午後１時51分再開

○後藤委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくことで御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤委員長 それでは、そのようにさせてい

ただきます。よろしくお願いします。

次に、閉会中の継続調査についてお諮りいた

します。

福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査につきましては、閉会中の継続調査とい

たしたいと思いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤委員長 御異議ありませんので、この旨

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩いたします。

午後１時51分休憩

午後１時54分再開

○後藤委員長 委員会を再開いたします。

１月28日の閉会中の委員会につきましては、

休憩中の協議のとおり、９時から開会すること

で御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○後藤委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

その他で何かございませんか。（発言する者あ

り）

暫時休憩いたします。

午後１時54分休憩

午後１時55分再開

○後藤委員長 委員会を再開いたします。

それでは、以上で委員会を終了いたします。

午後１時55分閉会


